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２０１２年度夜勤実態調査の結果を報告します。今回
４４０施設３０９３職場から集約いたしました。忙しい業
務と組合活動の中、ご協力くださった皆様に心より
感謝申し上げます。

日本医労連大幅増員闘争が
成果をつくってきた

日本医労連が２００６年から始めた新たな医療・介護
労働者の大幅増員闘争は毎年１０月に日比谷野外音楽
堂で開催している国民集会等を成功させ、世論と幅
広い共同をつくってきました。２００７年の「看護師な
ど増員署名」は１００万筆を集約、参議院全会一致で
採択される成果となりました。そして２００８年は格差
と貧困、医療費抑制を推し進める政権にＮＯを突き
つけ、政権交代を実現させ、２００９年は医師養成数の
増加を実現させました。２０１０年からは「いのちまも
るキャラバン行動」を提起、キャラバンは４７都道府
県すべてで取り組まれ、マスコミをはじめ世論の広
がりの中で介護職員処遇改善交付金の実現、そして
昨年２０１１年は厚労省５局長連名で「看護職員等の『雇
用の質』の向上のための取組の実施について」を発
出させました。毎年日本の総理大臣が変わるという
激動の時代に、着実に運動を前進させてきました。
特に「５局長通知」は看護職員等が働き続けるため
に、長時間夜勤の改善や勤務間隔時間確保など働か
せ方の改善を求めるもので、私たち日本医労連の夜
勤改善運動の後押しをする内容になっています。

「５局長通知」を職場に活かす取組も進んでいる

「５局長通知」を職場に活かす取組がすすんでい
ます。労使で「５局長通知」を学習し、改善の検討
を始めた施設、正循環勤務の取り組みを始めた施設、
１６時間夜勤の時間短縮をすすめている施設、１２時間

オフ協定を結んだ施設、始業前残業を認めさせ、さ
かのぼって手当を支払わせた施設、１日１０分の時短
を実現した施設など、この１年で夜勤改善の取り組
みは広がっています。今回の夜勤実態調査でも「２
交替」の１６時間以上の長時間夜勤割合の減少、「３
交替」の勤務間隔１２時間以内割合の減少等の結果は
運動の成果です。

安全を守るために、夜勤規制は必須

今年４月２９日に起きた関越自動車道高速ツアーバ
ス事故は、乗客７人が亡くなり、３９人が重軽傷を負
う大惨事となりました。原因は運転手の居眠り運転
でした。この背景には規制緩和による労働強化が指
摘されています。いのち（安全）をまもるためには
労働者の働かせ方に規制が必要であることを誰もが
強く再認識した事故でした。医療・介護現場での夜
勤規制は患者さんや利用者さんの安全と働く者の安
全を守るために必須の課題です。

夜勤実態調査報告の活用を

日本医労連の夜勤実態調査は、１９８１年初めて全国
で調査を行ってから３０年余になります。１９８２年６月
１５日号の「医療労働者」によれば当時、夜勤回数８
日以内３６．２％、夜勤時休憩なしが４３．８４％、１人夜
勤は全国組合で１３．５４％という状況です。医療の高
度化、入院患者の高齢化、入院期間の短縮化の中で
未だ看護職員は大幅に不足していますが、私たちの
運動があったからこそ、現在の到達があります。今、
私たちが勝ち取った「５局長通知」をどれだけ活用
し、運動を前進させることができるか重要な局面を
迎えています。夜勤改善は職場の運動なくしては進
みません。夜勤実態調査報告を活用し、ぜひ職場に
地域に夜勤改善の運動を広げていきましょう。
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２０１２年度
夜勤実態調査にあたって

山田真巳子
日本医労連 中央執行委員長
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今年も日本医労連の夜勤実態調査の結果発表の季
節になった。今年の筆者の最大の関心事は、昨年、
２００５年以来、初めて減少傾向を示した２交代勤務の
割合（２３．７％）が、今年はどこまで減るかというこ
とにあったが、現実は、期待に反して２８．０％と過去
最大を示した。しかしデータを詳しく見ると、昨年
６２．８％であった１６時間以上の２交代勤務の割合が５
２．５％と１０ポイント以上も減少したことや、昨年７９．
３％であった１２時間未満の勤務間隔時間の割合が７
５．４％に減少していた。これは、長時間夜勤の抑制
が行われていた意味と解釈でき、看護職場を取り巻
く厳しい状況の中で、「５局長通知」というツール
を掲げて闘った運動の成果が現れたものだろう。一
方、これらの結果は、もはや看護師の夜勤を考える
際には、『３交替が増えた』あるいは『２交替が増
えてしまった』と一喜一憂するのではなく、あくま
でも労働時間の長さで評価すべきことを表してい
る。考えてみれば、オッケルシュタッドが記してい
るように１）、２交替とは、あくまで日勤と準夜勤の
２つのシフトを指すのであって、それが延長されて
夜勤を含む場合は、３交替になることに気づかなけ
ればいけなかったのである。

さて今回の調査において、２交替が増えて１２時間
未満の勤務間隔時間の割合が減ったということは、
単純に考えるならば１２時間夜勤が増えたという結果
である。そこで以下では１２時間夜勤についての世界
の動向を示して、労働科学的に正しい８時間夜勤を
実現させる１つの方策を示したい。実は、１２時間夜
勤については、１９９８年に総説論文２）を著したスミス
らが、総合的に判断して８時間夜勤との労働負担の
間に違いがないものと決着がついていた。しかしな
がら最近、再び１２時間夜勤についての議論が活発に
なっており、今年になって興味深い２編の論文が出
されている。その１編は、ドーソンらによるもの３）

で、そこでは１９９８年と２０１２年の年月の間には、労働
のＩＴ化という大きな溝があって、現代労働者に過
重な労働負担を強いていることが強調され、とりわ
け看護師では１２時間夜勤は難しいと記されている。
看護職場のＩＴ化と言えば、電子カルテの導入が思
い浮かぶ。病棟を見渡せば、人数分のパソコンさえ

も用意されていない、非人間工学的な薄暗い照明下
やパイプ椅子での入力は、ただでさえも忙しい看護
師に一層の労働負担を強いている。またフォルカー
ドらの知見４）では、１２時間夜勤は、長い勤務間隔時
間が確保できるために労働者が好む傾向があるが、
安全性や健康性の点では８時間夜勤より明らかに劣
ると強調している。

では１２時間夜勤を８時間夜勤にするためには、ど
うすればよいだろうか。それを考える格好の教材は、
今年の４月に起きた関越自動車道の高速ツアーバス
事故である。この事故は、バスが防音壁に衝突し、
多数の死亡者や重軽傷を負った点で記憶に新しい。
この事故の原因として、安全を担うべきはずのバス
会社や運転手側に問題があったことは筆者も認める
ところである。しかし真の原因は、敢えて誤解を承
知で述べるならば、金沢－千葉間の長距離夜間運行
する高速バスが、たった３０００円台の料金で安全性を
損なわずに行ける訳がないことを疑わなかった乗客
にあったのである。どうして、彼らはそれが理解で
きなかったのだろうか。答えは簡単で、どんな先進
工業国であっても夜勤を行っている労働者は全労働
者人口の約２０％５）のみだからである。つまり、夜勤
者が日勤者以上に健康や生活を犠牲にして安全性を
守っている辛さを、夜勤を行ったことがない人には
共感できなかったからである。

そこで８０％の日勤者にも夜勤の辛さを共感しても
らうために、ナースウェーブに夜勤体験を取り入れ
るのはどうだろう。なぜなら看護師の労働条件改善
には潤沢な診療報酬が必要であり、それを払うのは
医療サービスを受ける側の夜勤を経験したことのな
い大多数の人々になるのだから。
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２０１２年度夜勤実態調査

結 果
日本医療労働組合連合会（山田真巳子委員長・

１７万７０３人）は、「２０１２年度夜勤実態調査」を実施
しました。この調査は、病院等で働く看護職員等の
夜勤実態を全国的規模で把握するため毎年実施して

いるものです。２０１２年６月の勤務実績（４４０施設・
３０９３職場・看護職員数１００，８３１人、看護要員１１５，３８７
人分）の調査結果がまとまりましたので報告致しま
す。

「２交替」のうち１６時間以上の長時間夜勤は約５割で昨年（約６
割）より減少。「２交替」病棟は２８％に増加。

・８時間以上の長時間勤務となる「二交替」病棟の割合は、昨年よりさらに増加し２８％。
「２交替」病棟の５２．５％（昨年６３．０％）、病床数の５６．３％（昨年６４．０％）、看護職員数の４８．９％（昨年
６１．０％）、看護要員数の５２．２％（昨年６４．０％）が１６時間以上の長時間夜勤となっている。
・１６時間以上の割合は、昨年より約１０％減少し、長時間夜勤の見直しが一定程度進んでいる。しかし、依
然として長時間夜勤による患者の安全と看護要員の健康への影響が危惧される状況にある。

勤務間隔「１２時間以下」７５％（昨年８０％）
・勤務から次の勤務までの間隔が最も短いシフトは、「８時間以内」５７．５％、「１２時間以内」１７．９％、「１
６時間以内」２１．４％で、１２時間以下が７５．４％。１２時間以下は、昨年に比べ減少しているが、依然として
４分の３を占める。

看護師確保法・基本指針に抵触する夜勤「月９日以上（月４．５回以
上）」は、３交替２５％、２交替３１％と２交替が多い。

・３交替の平均夜勤日数は月７．５９日（昨年７．６３日）、８日以内７５．４％（昨年７３．８％）でわずかに改善。９
日以上が２４．７％（昨年２６．２％）、１０日以上は９．２％（昨年９．２％）で約１割。
・２交替の平均夜勤回数は月４．０１回（昨年４．０３回）、４回以内６８．８％（昨年６９．５％）。４．５回以上が３１．２
％（昨年３０．５％）、５．５回以上は９．２％（昨年８．６％）と、４．５回以上が増加傾向。

「５０床あたりの看護職員数」、「３交替」「２交替」とも約３０人で拮抗
・「３交替」平均２９．５人（昨年３０．１人）で０．６人減
・「２交替」平均２９．８人（昨年２７．５人）で２．３人増
・看護要員は３交替３３．５人（昨年３３．９人、昨年比０．４人減）、２交替３５．３人（昨年３２．９人、昨年比２．４人増）。

■ 概要 ■

結果
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�� 調査概要
（１）調査の目的

看護・介護職員の夜勤・長時間労働の実
態を把握し、夜勤改善・労働時間規制など
働き続けられる職場づくりに活用する。

（２）調査時期
２０１２年６月分の勤務実績を調査。

（３）調査対象
日本医労連加盟組合（単組、支部、分会）
のある病院・診療所、福祉施設等で、２４時
間交替制勤務を行っている施設。

（４）調査方法と集計方法
全国組合・都道府県医労連を通じて、加

盟組合に調査表を送付し、２０１２年６月の勤
務実績に基づいて記載したものを回収。

（５）集約の結果
回収数は、４４０施設（２０１１年度４５０）、

３，０９３職場（同３，０７７）、看護職員１００，８３１
人（同９５，４３８人）・看護要員人１１５，３８７（同
１０７，２０６人）を集約。

�Ⅱ 入院部門の調査結果
（１）施設数、病棟数、病床数、看

護職員数
４３９施設、２，９１４病棟、１３０，５０７病床、看
護職員７６，６１１人、看護要員８８，１１９人の調査
結果となった。

（２）夜勤形態別・施設数
「３交替」のみの施設が２２４（５１．０％）、
「２交替」の施設が７９（１８．０％）、３交替
や２交替の勤務が混在する「混合（２交替
＋３交替）」施設が１３６（３１．０％）となっ
た。

（３）夜勤形態別の職場数
「３交替」２，０５７職場（７１％）、「２交

替」７１４職場（２５％）だった。

（４）夜勤形態別の病床数
病床では、「３交替」が９３，０７１病床（７１．

３％）、「２交替」が３１，５５３病床（２４．２％）、
「混合（２交替＋３交替）」が５，５９６病床
（４．３％）となった。

（５）夜勤形態別の看護職員数・
看護要員数
「３交替」は看護職員５４，２８７人（７０．９％）
・看護要員６１，７４２人（７０．１％）、「２交替」
は看護職員１８，３１１人（２３．９％）・看護要員
２１，８５７人（２４．８％）、「混合（３交替＋２
交替）」は看護職員３，９２１人（５．１％）・看
護要員４，３８２人（５．０％）だった。
２交替職場のうち、病棟数の５２．５％、病

床数で５６．３％、看護職員で４８．９％、看護要

結果
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員で５２．２％が「１６時間以上」の長時間夜勤
を行っている。

（６）夜勤形態別の職場数経年推移
２００６年以降「２交替」長時間夜勤が増加
し、「２交替」病棟の割合は２８％であった。

（７）入院基本料の分類
○一般病棟の入院基本料の分類では、「７対
１」１，３１３職場（７０．６％）、「１０対１」４８３職
場（２６．０％）。２００９年度の「７対１」職場３９．
２％から２０１０年度に６０．５％と大幅に増加
し、２０１２年度は７０．６％とさらに増加した。
○精神病棟の入院基本料の分類では、「７
対１」７職場（４．５％）、「１０対１」２９職
場（１８．７％）、「１３対１」２２職場（１４．２％）、
「１５対１」６６職場（４２．６％）だった。

（８）看護職員の配置
○「３交替」職場の看護職員は、５０床当り
平均２９．５人（看護要員３３．５人）。看護職
員の推移をみると、２００８年２６．６人、２００９

年２７．５人、２０１０年２９．５人、２０１１年は３０．１
人と増加してきたが、２０１２年は２９．５人と
微減（横ばい）。看護要員は、２０１０年度
の診療報酬における「急性期看護補助加
算」新設で２０１１年度に増加したが、２０１２
年度は微減となった。

○「２交替」職場の看護職員は、５０床当り平
均２９．８人（看護要員３５．３人）。看護職員の
推移をみると、２００６年２１．０人、２００７年２４．
６人、２００８年２４．４人、２００９年２５．３人、２０１０
年２６．５人、２０１１年２７．５人、２０１２年２９．８人と
増加し、「３交替」職場とほぼ同じ配置に
なっている。今後の推移をみる必要があ
るが、後述するように「２交替」職場で「７
対１」入院基本料をとる施設が増えてお
り、収益を確保するために「２交替」職場
の職員配置を確保していると考えられ
る。

結果
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（９）「３交替」の夜勤実態
○平均夜勤日数は７．５９日（昨年７．６３日）で、
昨年に比べて０．０４日の微減となった。

○１ヵ月「８日以内」の夜勤日数に収まっ
ている看護職員は、７５．４％（２０１１年７３．８
％）で、昨年より、１．６％増加した。看
護職員確保法・基本指針に抵触する「９
日以上」の夜勤を行っている看護職員は
２４．７％（昨年２６．２％）と若干減少したが、
依然として約４分の１の看護職員が「９
日以上」となっている。１０日以上は９．２
％で約１割。６日以内は１８．５％（２０１１年
１９．６％）。最多夜勤回数は、夜勤専門と
思われるが２３日にも及んだ。

○入院基本料別にみると、月９日以上は「７
対１」で２６％、「１０対１」で２１％、「１３
対１」で１３％、「１５対１」で１５％だった。

○夜勤体制をみると、「３人以上」は、準
夜勤務で７１．５％、深夜勤務で６７．０％。２０
０５年以降の推移をみると、準夜勤務で５３．
６％、６０．４％、６０．７％、６７．３％、７０．０％、
７２．８％、７３．８％で、２０１２年は７１．５％。深
夜勤務は、２００５年以降４５．３％、４９．３％、
５１．３％、５８．０％、６１．４％、６７．９％、６８．１
％で、２０１２年は６７．０％。入院基本料「７
対１」新設の２００６年以降、夜勤体制の改
善がみられるが、２０１２年は準夜、深夜と

結果
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も昨年に比べて微減となっている。また、
１人夜勤も準夜で４１病棟１．９％、深夜で
３８病棟１．８％あった。

（１０）「２交替」の夜勤実態
○平均夜勤回数は４．０１回（２０１１年４．０３回）
で、最多回数は、夜勤専門と思われるが
１８回であった。平均夜勤回数の経年比較
ではほとんど改善なく推移し、２０１０年に
初めて平均４回を超える結果となった。

○１ヵ月「４回以内」の夜勤回数に収まっ
ている看護職員は６８．８％。４．５回以上が
３１．２％と３割を超え、５．５回以上は９．２％
（２０１０年７．２％、２０１１年８．９％）と悪化。
３回以内は、２８．２％（昨年２８．２％）。４
回以内を経年比較すると、２００５年７５．４％、
２００６年７５．１％、２００７年７６．７％、２００８年６９．
０％、２００９年７２．５％、２０１０年６６．５％、２０
１１年６９．５％。

○入院基本料別にみると、月４．５回以上は、
「７対１」が３４％、「１０対１」２２％、「１
３対１」２５％、「１５対１」３２％だった。

○夜勤体制は、「３人以上」が５８．３％で、
経年比較すると、２００５年３３．７％、２００６年
４７．２％、２００７年５５．６％、２００８年５６．４％、
２００９年５８．２％、２０１０年６８．８％、２０１１年６７．
４％。２００６年以降、夜勤体制の改善がな
されてきたが、２０１２年度は、昨年に比べ
て３人以上が９．１％も低下していた。２
人以下は４１．６％（昨年３２．６％）。１人夜
勤は１６職場１２．１％（昨年１４職場７．６％）
残っている。

（１１）勤務時間
○最も短い勤務間隔（勤務から次の勤務間
隔）では、「８時間以内」５７．５％（昨年６３．
１％）、「１２時間以内」１７．９％（昨年１６．２
％）、「１６時間以内」２１．４％（昨年１８．６％）
で、１２時間未満が７５．４％（昨年７９．３％）

結果
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となった。昨年より、短い勤務間隔が減
少はしているが、依然として１２時間以内
が４分の３を超えている。なった。

（１２）夜勤専門看護職員、妊産婦
等の割合および病欠者

○夜勤専門看護師は、「３交替」で０．３４％
（２００５年０．１２％、２００６年０．１４％、２００７年
０．１３％、２００８年０．２０％、２００９年０．１５％、
２０１０年０．３３％、２０１１年０．３３％）、「２交
替」で１．１６％（２００５年０．５３％、２００６年０．
４２％、２００７年０．３２％、２００８年０．６２％、２０

０９年０．８２％、２０１０年１．３４％、２０１１年１．２５
％）、「混合（３交替＋２交替）」では
０．７９％、「当直＋２交替」では３．７％で
増加傾向にある。

○妊娠・産休・育休者数は１００床あたりの
看護職員で５．２人、看護要員で７．７人。育
児短時間取得は看護職員で１００床あたり
１．３人、看護要員で１．７人（２０１１年４．３人）
だった。介護休暇取得者は昨年と同様少
なく、看護要員で０．１人のみだった。

○１００床あたりの病欠者は、看護職員で１．４
人、看護要員で２．３人だった。

�Ⅲ 外来・手術室の夜勤実態
（１）外来
�有効回答数は１３３職場で、「３交替」（変則３交
替含む）３５職場２６．３％（昨年１７．１％）、「２交替」
５２職場３９．１％、「２＋３交替混合」７職場５．３％、
「２交替＋当直」１０職場７．５％、「当直」２９職場
２１．８％（昨年５４職場３４．２％）で、昨年に比べ「当
直」の割合は減少している。
�夜勤回数は、「３交替」で「８日以内」が８５．８％、
「２交替」・「２交替・当直制」の４回以内はそ
れぞれ９２．０％、９９．３％。平均夜勤回数は、「３交
替」６．３６回、「変則３交替」４．７０回、「２交替」
２．８６回、「混合（３後退＋２交替）」４．８９回、「２
交替＋当直」２．７５回、「当直」２．９２回。
�１人夜勤が、「３交替」準夜勤で１８．２％（昨年１６．
７％）、深夜で６３．２％（昨年２７．８％）％、「２交

替」で４５．２％（昨年４２．６％）、「当直」制では６８．
４％（昨年３４．０％）で、依然として１人体制が多
い。

（２）手術室
�「３交替」１７．５％、「２交替」３０．０％（昨年２５．０
％）、「混合（３交替＋２交替）」５．０％（昨年
２．３％）、「当直＋２交替」７．５％（昨年１３．６％）、
「当直」４０．０％（昨年４３．２％）だった。

�夜勤回数は調査結果として出なかった。

結果
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�Ⅳ 基礎項目等の結果
（１）夜勤協定の状況

夜勤協定の有無については、４４０施設中、
「有」２５２施設６８．３％、「無」１１７施設３１．７
％、「無回答」７１施設だった。

（２）男性職員割合
看護職員の４．８％、介護職員の２２．０％が
男性職員だった。

（３）勤務間隔「１２時間以上」の状況
勤務間隔「１２時間以上」あると答えた

のは１８０施設５０．０％、「無」は１８０施設５０．
０％だった。

�Ⅴ 長時間労働規制・夜勤改善にむけて
■夜勤は「有害業務」として、諸外国ではＩＬＯ夜業
条約やＥＵ労働時間指令などに基づいた規制が行
われ、労働者の健康と生活を保護しています。Ｉ
ＬＯ看護職員条約（１４９号条約）は、看護職員が
国民の健康および福祉の保護と向上のために果た
す重要な役割を認識し、適切な労働条件などの整
備を図ることを求めています。具体的事項が記載
された勧告（１５７号）では、「１日の労働時間は８時
間以内」、「時間外を含めても１２時間以内」、「勤務
と勤務の間に少なくとも連続１２時間以上の休息期
間を与えなければならない」などを定めています。
医療・福祉の現場で働く私たちには夜勤・交替制
勤務は避けられない勤務であり、日本でも諸外国
並みの保護措置をとり、労働者が働き続けられる
環境整備が必要です。

■医療・福祉職場では、患者の高齢化や重症化、医
療の高度化、入院日数の短縮化などにより、看護
職員の労働と負担は厳しさを増しています。医師
だけでなく看護職の不足も深刻化しており、看護
職が働き続けられる勤務環境の改善を図らなけれ
ば、医療提供体制を維持することが出来ないとの
認識のもとに、２０１１年６月に、厚生労働省の医政
局長、労働基準局長をはじめとした５局長連名の
通知「看護師等の『雇用の質』の向上のための取
組の実施について」（以後「５局長通知」と記載）
が都道府県知事、各県労働局長、日本看護協会や

日本医師会などの関係医療団体等に発出されまし
た。「５局長通知」は、業務の過重性を理由に年
に約１２万５千人の看護職員が離職していることを
指摘し、具体的改善策として「交替制の運用面の
工夫、所定時間外労働の削減」「十分な勤務間隔
の確保を含め、より負担の少ない交代制にむけた
取り組み」等の改善を求めています。
また、日本看護協会も「看護職の夜勤・交代制

勤務に関するガイドライン」（主な内容／勤務間
隔最低１１時間以上、最大拘束時間１３時間）を発表
し、勤務環境の改善を求めています。

■今回の「２０１２年夜勤実態調査」は、「５局長通知」
発出後の初めての調査です。「２交替」病棟で１６時
間以上の長時間夜勤の割合が昨年にくらべて約１０
％減少するなど、長時間夜勤の見直しが一定程度
進んでいますが、依然として、夜勤・交替制労働
の過酷な状況は続いており、患者の安全と看護要
員の健康への影響が危惧される状況にあります。
ＩＬＯ１５７勧告の「８時間以内の労働」に反す

る２交替制は２００６年から増加し続けていますが、
今年は、昨年比で４．３ポイント増え、２８．０％とな
っています。「２交替」病棟のうち、１６時間以上
の長時間夜勤の比率は、病床数で５６．３％（昨年６４．
０％）、看護職員数で４８．９％（昨年６１．０％）、看
護要員数で５２．２％（昨年６４．０％）となっています。
勤務間隔では、「８時間以内」５７．５％、「１２時間以
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内」１７．９％、「１６時間以内」２１．４％で、圧倒的に
勤務間隔の短い「８時間以内」が多く、ＩＬＯ１５
７号勧告に反する「１２時間以内」が７５．４％を占め
ます。いのちを預かる職員が十分な休息が保障さ
れず次の勤務につくことが常態化しています。患
者・利用者の安全を守るためにも、看護要員の健
康を守るためにも、早急な改善が必要です。

■３交替の平均夜勤日数は月７．５９日（昨年７．６３日）、
８日以内７５．４％（昨年７３．８％）で大きな変化がな
く、９日以上の夜勤は２４．７％（昨年２６．２％）とな
っています。依然として４人に１人が９日以上の
夜勤を行っており、１０日以上の夜勤も９．２％にの
ぼっています。最多夜勤回数は２３日にも及びまし
た。夜勤専従看護師と推察されますが、最多夜勤
回数が多くなっている背景には、診療報酬で夜勤
専従者の労働時間上限について月１４４時間の規制
が撤廃されたことがあると考えられます。夜勤専
従者も含め、患者の安全や看護職員の健康への影
響から夜勤規制が必要です。
「２交替」の平均夜勤回数は月４．０１回（昨年４．

０３回）、４回以内６８．８％（昨年６９．５％）と昨年と
同様で、４．５回以上が３１．２％（昨年３０．５％）と３
分の１を超えています。５．５回以上も９．２％（昨年
８．６％）にのぼります。
１９９２年に成立した「看護師等の人材確保の促進
に関する法律」は、その基本指針において、「夜
勤負担の軽減、働きやすい職場づくり」「月８回
以内の夜勤体制」などの構築を求めています。ま
た２００７年の第１６６回通常国会では、全会一致での
決議（看護職員の配置基準を夜間は患者１０人に１
人以上、日勤は４人に１人以上とすること。夜勤
日数を月８日以内に規制するなど『看護師確保法』
等を改正すること、など）が採択されています。
しかし、実効ある改善がないために看護職員に大
きな負担を与え、職員の疲労は限界に達していま
す。早急に実効ある夜勤規制を行い、改善を図る
ことが必要です。

■入院基本料別にみると、「３交替」で「月９日以上」
は、「７対１」２６％（昨年２９％）、「１０対１」２１％（同
２２％）、「１３対１」１３％（同１４％）となっており、
「７対１」での９日以上が多くなっています。
「２交替」では、「月４．５回以上」は、「７対１」

３４％（昨年３２％）、「１０対１」２２％（同２５％）、
「１３対１」２５％（同１４％）と、「３交替」以上に
「７対１」での回数オーバーが目立ちます。
一方、「３交替」と「２交替」で入院基本料の

取得状況を比較すると、「７対１」は「３交替」で
５４．１％、「２交替」で６１．７％となっており、「７対
１」は「２交替」の方が多くなっています。
診療報酬の評価が高い「７対１」入院基本料取

得は、２００９年度３９．２％から、２０１０年度６０．５％、２０
１１年度６４．４％、２０１２年度７０．６％と増加しています
が、ゆとりを持った看護体制が不十分なまま、経
営上の理由から「７：１」取得がすすめられ、看護
職員の負担が増大していることが推察されます。

■２０１２年秋、日本医労連は、いのちまもる「全国一
斉地域キャラバン行動」を行い、夜勤改善・大幅
増員と安全・安心の医療・介護などを訴えてきま
した。
夜勤・長時間労働が心身に与える有害性は明ら

かであり、安全・安心の医療・介護を継続・安定
して提供するためには、医療・福祉の職場の労働
条件の改善は待ったなしです。
昨年、厚生労働省「５局長通知」が発出されて

以降、病院管理者の研修や長時間夜勤の見直し、
正循環の勤務表の検討、始業前残業の業務整理な
ど、改善にむけた取り組みが一定進んできていま
す。しかし、その一方で依然として、労働基準法
はじめ労働法規を逸脱した労務管理やパワハラに
よるメンタル不全の増加等、問題は山積していま
す。１６時間以上の長時間夜勤は減少傾向にありま
すが、８時間夜勤から１２時間や１３時間夜勤への変
更等、「２交替」は増加しており、２４時間をカバ
ーするために日勤が長時間化する、日勤と夜勤の
中間勤務ができシフトの種類が増える等の問題も
生じています。看護職の負担が増し、職場で実感
できる夜勤改善とはなっていません。
厚生労働省「５局長通知」を職場の実効ある改

善につなげるとともに、「１日の労働時間は８時
間を超えない。超過勤務含めても１２時間を超えな
い」「勤務間隔１２時間以上の確保」「常日勤労働
者より短い労働時間、週３２時間」など、労働時間
規制を法制化し、抜本的な改善を図るよう求める
ものです。
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職場数

病 棟 ２，９１４
外 来 １３３
手術室 ４０
透 析 ６
合 計 ３，０９３

性格別 施設数 職場数 看護職員総数 看護要員総数

全医労 ９８ ７８７ ２２，９７５ ２５，７９９
全厚労 ９０ ５５６ ２０，０４４ ２３，１８６
全日赤 ２２ ２５４ １０，１７８ １１，１３６
健保労組 ７ ３３ １，１７３ １，２３４
全労災 ２７ ２５２ ８，４４５ ９，０００
国共病組 ２ １２ ４１１ ４３３
公共労 ３ １７ ４７５ ５１９
公的病院 ９ ６８ ２，４１８ ２，７５５
自治体 ３９ ３４７ １２，０８８ １３，７５２
大 学 ９ ２２５ ８，４５７ ８，９９４
民医連・医療生協 ７３ ３１９ ９，３２３ １１，５５７
地場一般病院 １９ １２８ ３，５１３ ４，２２３
地場精神病院 ９ ４６ ８４９ １，２３７
介護・福祉 ３３ ４９ ４８２ １，５６２

合計 ４４０ ３，０９３ １００，８３１ １１５，３８７

２０１２年度 夜勤実態調査

実施資料

Ⅰ 実施施設

病院性格別調査施設数

調査職場

実施資料■Ⅰ■実施施設
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全 体 全国組合を除く

都道府県 施設数 職場数
看護職員
総数

看護要員
総数

施設数 職場数
看護職員
総数

看護要員
総数

北海道 ２９ １８３ ６，１１１ ６，９２８ ８ ３５ ９２２ １，０６９
青森県 ９ ４２ １，２４８ １，５２１ ６ ２３ ７０３ ９３６
秋田県 １４ ８０ ３，３３４ ３，７４７ ５ ２０ ６４１ ７８０
岩手県 １８ １３１ ４，４０９ ４，９４４ １５ １１８ ４，０９２ ４，６１８
山形県 ２１ １３１ ３，９７３ ４，９３３ １８ １１３ ３，４２６ ４，３２３
宮城県 ５ ２８ ７６７ ８９８ ２ ６ １０６ １４９
福島県 ８ ３９ １，３１４ １，４４２ １ ３ ８６ １０１
千葉県 ８ ６６ ２，４６２ ２，６９９ １ ７ １７５ ２０６
埼玉県 ８ ６３ ２，０８３ ２，４３９ ４ １７ ４２９ ６１７
群馬県 １ ２ ８４ １０４ １ ２ ８４ １０４
栃木県 ４ ２５ ７３３ ８７８ １ ５ １３１ １９６
茨城県 １ ９ １８６ ２１５
山梨県 ４ ２０ ６４４ ７４６ ３ １３ ３９２ ４５６
長野県 ２３ １４２ ５，０１１ ６，０９０ ４ ２０ ６００ ７１６
新潟県 ３７ １６０ ５，０１１ ６，１６３ １０ ４９ １，６７７ １，９８６
東京都 １３ １５５ ５，３２６ ６，０１５ １０ １１３ ３，８２０ ４，２７６
神奈川県 １２ １４８ ４，９４８ ５，５２９ ８ ９０ ３，０５８ ３，４５９
愛知県 ２０ １５２ ４，８７６ ５，４９６ ７ ５６ １，７８６ １，９９２
静岡県 １５ １０４ ３，１５１ ３，７２１ ６ ６０ １，９７０ ２，３３２
岐阜県 ７ ４６ １，６５２ １，８４８
三重県 １６ ９３ ３，１８８ ３，６３８
富山県 ４ ３０ ８６８ ９５８
石川県 ４ ３０ ８７３ ９３９ １ ６ ２１９ ２４２
大阪府 ８ ９０ ２，９９６ ３，２４１ ２ １０ ３５１ ４１１
京都府 ７ ４４ １，４８５ １，６９４ ５ ２１ ５６６ ７１５
兵庫県 ６ ５６ １，７６６ １，９１８
奈良県 １ ３ １８ ２８ １ ３ １８ ２８
和歌山県 ９ ５９ １，８１６ ２，０７６ ６ ３６ １，０６１ １，２９２
福井県 ２ ８ ２１２ ２３６ １ １ ３５ ３５
滋賀県 ２ ９ ２２４ ２４３
岡山県 １１ ９７ ３，０３４ ３，３９８ ７ ５６ １，８６１ ２，０９１
広島県 １６ １３６ ４，４６６ ４，９７７ ６ ４８ １，８５１ ２，１０７
山口県 １２ １１２ ３，７２７ ４，２１７ ４ ４０ １，１６９ １，３７３
鳥取県 ４ ２１ ４２８ ５４７ ３ １４ ２７２ ３７３
島根県 １０ ６４ １，８７８ ２，３７０ ７ ３５ ７４５ １，０６８
香川県 ７ ３３ １，０４０ １，１５１ ３ ９ １８１ ２３９
愛媛県 ４ ２３ ５１１ ５６４ １ ２ ３９ ５２
徳島県 ７ ３８ １，１７３ １，３０２ ２ ６ １２４ １６９
高知県 ５ ２１ ５８０ ６７６ ２ ７ １０６ １８２
福岡県 １６ １６８ ５，７８３ ６，３４８ ９ １０７ ３，８０４ ４，１１０
佐賀県 ４ ３４ １，０７３ １，１７０
長崎県 ７ ５３ １，７５９ １，９６８ １ ３ ８６ １０３
熊本県 ５ ４５ １，４４５ １，６２９
大分県 ４ ３３ １，０４３ １，１８６
宮崎県 ３ １４ ４８２ ５３６
鹿児島県 ４ ２５ ７１６ ８２６
沖縄県 ５ ２８ ９２４ １，１９５ １ ５ ３３６ ３７５
合 計 ４４０ ３，０９３ １００，８３１ １１５，３８７ １７２ １，１５９ ３６，９２２ ４３，２８１

都道府県別調査施設数

実施資料■Ⅰ■実施施設
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1995年

1996年

1997年

1998年

1999年

2000年

2001年

2002年

2003年

2004年

2005年

2006年

2007年

2008年

2009年

2010年

2011年

2012年

7日 8日 9日6日内 10日上

0 10 20 30 40 50 60  70 80 90 100

人 数 ６日以内 ７日 ８日 ９日 １０日以上 ６日以内 ７日 ８日 ９日 １０日以上 ８日以内
１９９５年 ７，７２１ １０，３２９ ２１，９９５ １２，６４７ ５，７９２ １３．２ １７．７ ３７．６ ２１．６ ９．９ ６８．５
１９９６年 ５，１３２ ８，１７１ １７，８９４ ８，６６２ ３，６６１ １１．８ １８．８ ４１．１ １９．９ ８．４ ７１．７
１９９７年 ７，５５７ １０，３７３ ２０，０９５ ９，４４１ ３，９２０ １４．７ ２０．２ ３９．１ １８．４ ７．６ ７４．０
１９９８年 ７，４５６ ９，８８０ １８，４６２ ７，５１２ ２，９０８ １６．１ ２１．４ ３９．９ １６．３ ６．３ ７７．５
１９９９年 ９，７５７ １５，１９４ ２６，４５５ １０，４０８ ３，６６７ １４．９ ２３．２ ４０．４ １５．９ ５．６ ７８．５
２０００年 ９，３３９ １５，１２８ ２７，９３０ １０，２９３ ２，９５２ １４．２ ２３．０ ４２．５ １５．７ ４．５ ７９．８
２００１年 ６，５７６ １０，９６５ ２１，０５７ ８，２６２ ２，６８８ １３．３ ２２．１ ４２．５ １６．７ ５．４ ７７．９
２００２年 ６，５９９ １０，３２１ １９，５６７ ８，１００ ３，１０５ １３．８ ２１．６ ４１．０ １７．０ ６．５ ７６．５
２００３年 ５，６３７ １０，４７８ １６，５２２ ５，２３７ １，３７０ １４．４ ２６．７ ４２．１ １３．３ ３．５ ８３．２
２００４年 ５，１２１ ８，３３９ １６，００５ ６，５０６ ２，０６１ １３．５ ２１．９ ４２．１ １７．１ ５．４ ７７．５
２００５年 ４，９６８ ８，９６５ １６，８９３ ６，２７６ １，８１７ １２．８ ２３．０ ４３．４ １６．１ ４．７ ７９．２
２００６年 ５，８９１ ９，２０４ １４，７３５ ５，７７０ ２，４８５ １５．５ ２４．２ ３８．７ １５．２ ６．５ ７８．３
２００７年 ６，９１５ ９，５８４ １５，３２１ ５，９２９ ２，５１７ １７．２ ２３．８ ３８．０ １４．７ ６．３ ７９．０
２００８年 ７，９３４ １０，８７９ １８，３３２ ７，７０５ ３，１１０ １６．５ ２２．７ ３８．２ １６．１ ６．５ ７７．４
２００９年 ８，３１７ １０，７３８ １７，４６２ ７，６８３ ３，０９３ １７．６ ２２．７ ３６．９ １６．２ ６．５ ７７．２
２０１０年 ９，９２５ １０，５２９ １９，２７５ ９，０８４ ５，４７０ １８．３ １９．４ ３５．５ １６．７ １０．１ ７３．２
２０１１年 １０，２５０ １０，１０７ １８，３００ ８，９２７ ４，８００ １９．６ １９．３ ３４．９ １７．０ ９．２ ７３．８
２０１２年 ９，３４５ １０，０１７ １８，７６８ ７，８１６ ４，６４０ １８．５ １９．８ ３７．１ １５．５ ９．２ ７５．４

Ⅱ‐１ 夜勤日数別の人数と割合（３交替病棟）

実施資料■Ⅱ■３交替病棟

１４医 療 労 働 臨 時 増 刊
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4日迄

7対1 その他10対1 15対1 13対1

7対1

その他

10対1

15対1

13対1

5日 6日 7日 8日 9日 10日 11日 12日 13日上

病棟数 ４日迄 ５日 ６日 ７日 ８日 ９日 １０日 １１日 １２日 １３日以上 合計
最多夜
勤日数

夜勤
専門

７対１ １，０８１ ２，２１２ ７６５ １，９４３ ４，７９６ ９，９４２ ４，４１１ １，５６６ ５１９ ２４１ １４４２６，５３９ ２３日 ５４人
１０対１ ５７１ ７８５ ２９８ ８６６ ２，８０９ ５，０３９ １，８５７ ５４４ １４１ ２７ １９１２，３８５ １６日 ３３人
１３対１ ４８ ５２ ２０ １１１ ２１４ ４０３ ８７ ２４ ７ ３ １ ９２２ １３日 ０人
１５対１ ９５ １３０ １１１ ２６３ ４６８ ５５９ １８１ ６４ １２ １ ２ １，７９１ １７日 １人
その他 ２０２ ３８２ １８２ ３４２ ８６４ １，６２８ ７８９ ４４１ １８１ ８２ ４９ ４，９４０ １８日 ３人
合計 １，９９７ ３，５６１ １，３７６ ３，５２５ ９，１５１１７，５７１ ７，３２５ ２，６３９ ８６０ ３５４ ２１５４６，５７７

Ⅱ‐２ 夜勤日数別の人数と割合（３交替病棟） 入院基本料別

実施資料■Ⅱ■３交替病棟

医 療 労 働 臨 時 増 １５刊



全医労

全厚労

全日赤

健保労組

全労災

国共病組

公共労

公的病院

自治体

大学

民医連・医療生協

地場一般病院

地場精神病院

介護・福祉

7日 8日 9日 10日上6日内

100 20 30 40 50 60  70 80 90 100

病棟数 ６日以内 ７日 ８日 ９日 １０日以上 ８日以内
全医労 ５９１ ２０．２ ３１．３ ３９．４ ８．５ ０．６ ９０．９
全厚労 ３７８ １５．５ ２０．５ ４３．０ １３．９ ７．２ ７８．９
全日赤 １２９ ２０．３ １２．０ ３２．５ ２２．５ １２．８ ６４．８
健保労組 ３１ １８．６ １２．２ ２８．４ ３２．３ ８．４ ５９．２
全労災 ２３２ １４．３ １３．３ ４５．９ １８．２ ８．３ ７３．５
国共病組 １２ ２０．３ ３７．３ ３１．５ ５．８ ５．１ ８９．１
公共労 １４ ２９．３ １５．２ ２９．０ １９．８ ６．７ ７３．５
公的病院 ５７ １９．６ ２０．２ ３９．４ １９．０ １．８ ７９．２
自治体 ３０１ １２．３ １３．４ ３６．０ ２４．３ １４．０ ６１．７
大 学 １０５ ２１．０ １６．７ ２３．３ １１．１ ２７．９ ６１．０
民医連・医療生協 １９３ ２５．７ １４．０ ３２．２ １７．５ １０．７ ７１．９
地場一般病院 １０６ ２０．７ １０．４ ２３．３ １５．７ ２９．９ ５４．４
地場精神病院 ３７ ４０．８ ２７．８ ２２．０ ８．０ １．３ ９０．７
介護・福祉 ５ １５．１ １８．６ ５５．８ １０．５ ０．０ ８９．５

合 計 ２，１９１ １８．５ １９．８ ３７．１ １５．５ ９．２ ７５．４

Ⅱ‐３ 夜勤日数別の人数と割合（３交替病棟）組合性格別

実施資料■Ⅱ■３交替病棟

１６医 療 労 働 臨 時 増 刊
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8.63
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7.89 7.86

7.73

7.63

7.68

7.63

7.68

7.53
7.62

7.66

7.61
7.57

7.53

7.71

7.62

7.63
7.59

7.54

1988年 1991年 1994年 1997年 2000年 2003年 2006年 2009年 2012年1985年

年 度 平 均
１９８５年 ８．７
１９８６年 ８．８
１９８７年
１９８８年 ８．７
１９８９年 ８．６３
１９９０年 ８．６１
１９９１年 ８．５２
１９９２年 ８．４２
１９９３年 ８．１４
１９９４年 ７．９９
１９９５年 ７．８９
１９９６年 ７．８６
１９９７年 ７．７３
１９９８年 ７．６３
１９９９年 ７．６３
２０００年 ７．６１
２００１年 ７．６８
２００２年 ７．７１
２００３年 ７．５３
２００４年 ７．６８
２００５年 ７．６６
２００６年 ７．６２
２００７年 ７．５３
２００８年 ７．５７
２００９年 ７．５４
２０１０年 ７．６２
２０１１年 ７．６３
２０１２年 ７．５９

組 合 病棟数 夜勤人数 平均回数
全医労 ５９１ １３，２５１ ７．２０
全厚労 ３７８ ８，４１４ ７．６８
全日赤 １２９ ２，８５０ ７．７８
健保労組 ３１ ６８７ ７．８４
全労災 ２３２ ５，９１８ ７．７７
国共病組 １２ ２７６ ７．２１
公共労 １４ ３８９ ７．３９
公的病院 ５７ １，３８１ ７．３７
自治体 ３０１ ７，１３６ ８．０４
大 学 １０５ ２，８９２ ８．０６
民医連・医療生協 １９３ ４，１０８ ７．５１
地場一般病院 １０６ ２，４３６ ８．３６
地場精神病院 ３７ ７６２ ６．６８
介護・福祉 ５ ８６ ７．４２

合 計 ２，１９１ ５０，５８６ ７．５９

Ⅱ‐４ 平均夜勤日数（３交替病棟）

組合性格別

実施資料■Ⅱ■３交替病棟

医 療 労 働 臨 時 増 １７刊
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4人３人

60.4 60.7
67.3

70.0
72.8 73.8

71.5

56.8

1998年 2007年2004年 2010年 2012年2001年

準夜勤人数

％ １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 ３人以上
１９９５年 １．４ ５７．２ ３５．５ ４．８ １．１ ４１．４
１９９６年 ０．５ ５５．１ ３７．２ ５．９ １．４ ４４．４
１９９７年 １．２ ４７．４ ４３．５ ６．３ １．６ ５１．４
１９９８年 １．２ ４２．０ ４８．９ ６．１ １．８ ５６．８
１９９９年 １．１ ４７．９ ４３．０ ６．３ １．７ ５１．０
２０００年 ０．３ ４８．１ ４３．５ ６．３ １．８ ５１．５
２００１年 ０．９ ４７．４ ４３．８ ６．４ １．４ ５１．７
２００２年 ０．２ ４４．４ ４６．０ ６．６ ２．８ ５５．４
２００３年 ０．４ ４９．３ ４２．１ ５．８ ２．４ ５０．３
２００４年 ０．７ ４３．６ ４６．７ ５．８ ３．３ ５５．７
２００５年 ０．６ ４５．８ ４４．９ ５．８ ３．０ ５３．６
２００６年 ０．２ ３９．４ ５１．４ ６．３ ２．８ ６０．４
２００７年 ０．４ ３８．９ ４８．７ ８．７ ３．４ ６０．７
２００８年 １．２ ３１．５ ５１．４ １１．９ ４．１ ６７．３
２００９年 ０．７ ２９．３ ５３．９ １２．７ ３．４ ７０．０
２０１０年 ０．８ ２６．４ ５３．６ １４．８ ４．４ ７２．８
２０１１年 １．４ ２４．８ ５３．４ １４．５ ５．９ ７３．８
２０１２年 １．９ ２６．６ ４９．０ １５．９ ６．６ ７１．５

準夜人数 病棟数 割合
１人 ４１ １．９
２人 ５７２ ２６．６
３人 １，０５２ ４９．０
４人 ３４２ １５．９
５人 ７２ ３．４
６人 ２２ １．０
７人 １３ ０．６
８人 ３ ０．１
９人 ４ ０．２

１０人以上 ２７ １．３
合計 ２，１４８ １００．０

Ⅱ‐５ 準夜勤の体制（３交替病棟）

準夜勤人数

実施資料■Ⅱ■３交替病棟

１８医 療 労 働 臨 時 増 刊
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深夜勤人数

36.9

43.7

35.0

46.3
42.8 42.743.9 46.7 46.9 45.3

49.3 51.3

42.7

58.0
61.4

68.1 67.067.9

％ １人 ２人 ３人 ４人 ５人上 ３人以上
１９９５年 １．５ ６３．５ ３１．０ ３．３ ０．８ ３５．０
１９９６年 ０．６ ６２．５ ３１．５ ４．２ １．２ ３６．９
１９９７年 １．４ ５４．８ ３７．９ ４．８ １．１ ４３．７
１９９８年 １．３ ５２．３ ４０．５ ４．６ １．３ ４６．３
１９９９年 １．２ ５６．０ ３６．８ ４．７ １．２ ４２．８
２０００年 ０．３ ５５．７ ３８．５ ４．０ １．４ ４３．９
２００１年 ０．９ ５６．４ ３７．５ ４．０ １．２ ４２．７
２００２年 ０．２ ５３．２ ３９．８ ４．５ ２．４ ４６．７
２００３年 ０．４ ５６．９ ３７．１ ３．９ １．７ ４２．７
２００４年 ０．６ ５２．５ ４１．０ ３．３ ２．６ ４６．９
２００５年 ０．６ ５４．１ ３９．６ ３．４ ２．３ ４５．３
２００６年 ０．２ ５０．４ ４２．８ ４．１ ２．５ ４９．３
２００７年 ０．４ ４８．３ ４３．９ ４．６ ２．８ ５１．３
２００８年 １．２ ４０．８ ４７．９ ７．１ ３．０ ５８．０
２００９年 ０．７ ３７．９ ５１．７ ６．７ ３．０ ６１．４
２０１０年 ０．８ ３１．３ ５５．４ ９．０ ３．６ ６７．９
２０１１年 １．７ ３０．３ ５４．１ ８．４ ５．５ ６８．１
２０１２年 １．８ ３１．２ ５２．３ ９．２ ５．５ ６７．０

深夜人数 病棟数 割合
１人 ３８ １．８
２人 ６６８ ３１．２
３人 １，１２１ ５２．３
４人 １９８ ９．２
５人 ５６ ２．６
６人 １６ ０．７
７人 １１ ０．５
８人 ２ ０．１
９人 ７ ０．３

１０人以上 ２５ １．２
合計 ２，１４２ １００．０

Ⅱ‐６ 深夜勤の体制（３交替病棟）

深夜勤人数

実施資料■Ⅱ■３交替病棟

医 療 労 働 臨 時 増 １９刊
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50床当り看護職員数の経年推移

看護職員

看護要員

年 度 看護職員 看護要員
１９８８年 １８．２ ２０．３
１９８９年 １８．８ １９．８
１９９０年 １９．１ ２１．２
１９９１年 １９．１ ２１．３
１９９２年 １９．６ ２１．９
１９９３年 ２０．５ ２２．８
１９９４年 ２２．７ ２５．２
１９９５年 ２１．６ ２３．９
１９９６年 ２２．６ ２４．７
１９９７年 ２３．３ ２５．５
１９９８年 ２３．２ ２５．３
１９９９年 ２２．９ ２５．２
２０００年 ２３．１ ２５．１
２００１年 ２２．８ ２５．１
２００２年 ２３．６ ２５．８
２００３年 ２３．４ ２５．８
２００４年 ２４．０ ２６．３
２００５年 ２３．７ ２６．０
２００６年 ２４．８ ２７．１
２００７年 ２６．３ ２８．７
２００８年 ２６．６ ２９．０
２００９年 ２７．５ ２９．７
２０１０年 ２９．５ ３２．５
２０１１年 ３０．１ ３３．９
２０１２年 ２９．５ ３３．５

正職員 臨・パ 派遣等 小計 病棟数 病床数
看護職員 ５５，７２９ ２，４３１ ４８ ５８，２０８ ２，１９１ ９８，６６７
介護者 １，４４５ ５４０ ４７ ２，０３２
補助者 １，４５４ ３，６９９ ７３１ ５，８８４

看護要員 ６６，１２４

５０床あたり看護職員 ２９．５
５０床あたり看護要員 ３３．５

介護者・補助者に占める雇用形態別の割合

介護者の割合 ３．０７％
補助者の割合 ８．９０％
看護職員の臨時・パート ４．１８％
看護職員の派遣等 ０．０８％
介護士の臨時・パート ２６．５７％
介護士の派遣等 ２．３１％
補助者の臨時・パート ６２．８７％
補助者の派遣等 １２．４２％

Ⅱ‐７ 病棟５０床当り看護職員数・看護要員数（３交替病棟）

実施資料■Ⅱ■３交替病棟

２０医 療 労 働 臨 時 増 刊



13

12

11

10

9

8

7

6

8.0

9.0

8.4 8.7

9.2 9.0

8.3 8.5 8.3

9.2

11.3
12.0

7.5

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年

7

6

5

4

3

2

1

0

5.85.4

5.9
6.6 

2.7

2.6
2.3 2.4

3.5 3.5
3.9

4.3

3.1

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年

64

61

56

51

46

41

36

40.5

44.1

42.2

43.7
43.8

43.8

47.8
47.9

59.5

52.4

53.9

51.0

63.4

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年

２０００年 ８．０
２００１年 ９．０
２００２年 ８．４
２００３年 ９．２
２００４年 ９．０
２００５年 ８．７
２００６年 ８．３
２００７年 ８．５
２００８年 ８．３
２００９年 ７．５
２０１０年 ９．２
２０１１年 １１．３
２０１２年 １２．０

２０００年 ５．４
２００１年 ５．９
２００２年 ５．８
２００３年 ６．６
２００４年 ２．７
２００５年 ２．６
２００６年 ２．３
２００７年 ２．４
２００８年 ３．１
２００９年 ３．５
２０１０年 ３．５
２０１１年 ３．９
２０１２年 ４．３

２０００年 ４０．５
２００１年 ４４．１
２００２年 ４２．２
２００３年 ４３．７
２００４年 ４３．８
２００５年 ４３．８
２００６年 ４７．８
２００７年 ４７．９
２００８年 ５１．０
２００９年 ５３．９
２０１０年 ５２．４
２０１１年 ５９．５
２０１２年 ６３．４

Ⅱ‐８ 看護要員に占める介護者・補助者の割合（３交替病棟）

Ⅱ‐９ 看護職員に占める臨時・パートの割合（３交替病棟）

Ⅱ‐１０ 介護者・補助者に占める臨時・パートの割合（３交替病棟）

実施資料■Ⅱ■３交替病棟

医 療 労 働 臨 時 増 ２１刊



病棟当り
ベッド数

５０床あたり
施設数 病棟数 看護職員 介護職員 補助者 看護要員

全医労 ９５ ５９１ ４３．９ ２８．４ １．８ ２．１ ３２．３
全厚労 ７１ ３７８ ４６．９ ２８．０ ０．７ ２．８ ３１．５
全日赤 １６ １２９ ３６．１ ３９．９ ０．２ ３．３ ４３．４
健保労組 ７ ３１ ４６．８ ２５．５ ０．１ １．７ ２７．２
全労災 ２７ ２３２ ４５．６ ３０．５ ０．１ ２．２ ３２．８
国共病組 １ １２ ４５．３ ３１．１ ０．１ １．８ ３３．０
公共労 ３ １４ ３５．９ ４３．２ ３．３ ４６．５
公的病院 ８ ５７ ４８．４ ２７．７ ０．７ ３．１ ３１．６
自治体 ３８ ３０１ ４６．９ ３０．１ ０．２ ４．０ ３４．３
大 学 ８ １０５ ４０．２ ４０．４ ３．８ ４４．１
民医連・医療生協 ５４ １９３ ４６．０ ２７．４ ３．２ ３．３ ３４．０
地場一般病院 １６ １０６ ４７．０ ２８．２ ０．２ ４．７ ３３．１
地場精神病院 ８ ３７ ５７．８ １６．９ １．４ ５．７ ２４．０
介護・福祉 ３ ５ ３７．８ １１．４ １４．８ ３．２ ２９．４

合 計 ３５５ ２，１９１ ４５．０ ２９．５ １．０ ３．０ ３３．５

平均
夜勤日数

看護要員
介護士

看護要員
補助者

看護師
臨時パート

看護師
派遣

介護士
臨時パート

介護士
派遣

補助者
臨時パート

補助者
派遣

全医労 ７．２０ ５．６％ ６．４％ １．３％ ０．０％ ２８．２％ ２．９％ ７６．８％ ７．６％
全厚労 ７．６８ ２．１％ ９．０％ ５．２％ ０．２％ ２５．４％ ５２．８％ ９．８％
全日赤 ７．７８ ０．５％ ７．５％ ２．１％ ９．５％ ５７．１％ ２０．５％ １５．２％
健保労組 ７．８４ ０．４％ ６．１％ ４．３％ １００．０％ ２９．２％
全労災 ７．７７ ０．４％ ６．８％ １．８％ ７２．０％ ２８．０％ ６１．７％ ３５．６％
国共病組 ７．２１ ０．３％ ５．６％ ７．４％ ４．４％ ３０．０％ ７０．０％
公共労 ７．３９ ７．１％ １．４％ １００．０％
公的病院 ７．３７ ２．４％ ９．９％ ２．８％ ８２．７％ １３．９％
自治体 ８．０４ ０．６％ １１．６％ ７．５％ ０．０％ ３２．８％ ８３．３％ ６．８％
大 学 ８．０６ ８．６％ １．１％ ４２．９％ ３６．１％
民医連・医療生協 ７．５１ ９．６％ ９．７％ １０．８％ ０．０％ ２７．０％ ０．２％ ６８．９％ ９．０％
地場一般病院 ８．３６ ０．５％ １４．３％ ５．３％ ０．２％ ２３．５％ ３４．０％ ８．３％
地場精神病院 ６．６８ ５．８％ ２３．６％ ８．６％ ０．４％ ５．０％ ６２．０％ ６．６％
介護・福祉 ７．４２ ５０．５％ １０．８％ ９．３％ １９．６％ ５０．０％

合 計 ７．５９ ３．１％ ８．９％ ４．２％ ０．１％ ２６．６％ ２．３％ ６２．９％ １２．４％

Ⅱ‐１１ 組合性格別基本データ（３交替病棟）

実施資料■Ⅱ■３交替病棟

２２医 療 労 働 臨 時 増 刊



2004年

2005年

2006年

2007年

2008年

2009年

2010年

2011年

2012年

3.5回～4回 4.5回～5回 5.5回以上３回以内

100 20 30 40 50 60  70 80 90 100

人数 ３回以内３．５～４回４．５～５回５．５回以上 計 ％ ３回以内３．５～４回４．５～５回５．５回以上 ４回以内
２００４年 １，０２６ １，４０９ ６２８ １９９ ３，２６２ ２００４年 ３１．５ ４３．２ １９．３ ６．１ ７４．６
２００５年 １，０４４ １，４７３ ６２３ １９９ ３，３３９ ２００５年 ３１．３ ４４．１ １８．７ ６．０ ７５．４
２００６年 １，２６１ ２，１３８ ９０２ ２２７ ４，５２８ ２００６年 ２７．８ ４７．２ １９．９ ５．０ ７５．１
２００７年 １，４５３ ２，８６４ １，１１５ １９９ ５，６３１ ２００７年 ２５．８ ５０．９ １９．８ ３．５ ７６．７
２００８年 ２，７５３ ３，８０７ ２，１８７ ７５４ ９，５０１ ２００８年 ２９．０ ４０．１ ２３．０ ７．９ ６９．０
２００９年 ２，７７１ ４，３６１ ２，０９９ ６０５ ９，８３６ ２００９年 ２８．２ ４４．３ ２１．３ ６．２ ７２．５
２０１０年 ４，１３９ ６，２８４ ４，１０６ １，１３５ １５，６６４ ２０１０年 ２６．４ ４０．１ ２６．２ ７．２ ６６．５
２０１１年 ３，８２８ ５，６０３ ２，９７８ １，１６５ １３，５７４ ２０１１年 ２８．２ ４１．３ ２１．９ ８．６ ６９．５
２０１２年 ５，３２４ ７，６８７ ４，１５３ １，７３８ １８，９０２ ２０１２年 ２８．２ ４０．７ ２２．０ ９．２ ６８．８

Ⅲ‐１ 夜勤回数別の人数と割合（２交替病棟）

実施資料■Ⅲ■２交替病棟

医 療 労 働 臨 時 増 ２３刊



4,000

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

０回～2.5回
7対1 その他 10対1 15対1 13対1
３～3.5回 4回 4.5～5回 5.5～6回 ６回～

7対1

その他

10対1

15対1

13対1

病棟数 ２回迄 ２．５回 ３回 ３．５回 ４回 ４．５回 ５回 ５．５回 ６回 ６．５
回以上 合計 最多夜

勤回数
夜勤
専門

７対１ ４４７ １，２９４ １１３ １，３８３ ４８３ ３，６８０ ７５９ １，９０８ ２８８ ４８６ １４１１０，５３５１８．０回 ５７人
１０対１ １０２ ２１６ ８ ３６７ ８９ ７６４ ７９ ２３８ ３１ ３０ １８ １，８４０１８．０回 ２６人
１３対１ １４ ３２ ３ ３３ １１ ７９ ４ ２９ ４ １０ ６ ２１１ ９．０回 ９人
１５対１ ３９ ７５ １０ １２５ ４４ ２４８ ４２ １２５ １１ ４７ ８ ７３５ ８．０回 １４人
その他 １２３ ２４３ ４１ ４２９ １０３ ８５０ ９５ ３９８ ７４ ２１２ ５６ ２，５０１１０．０回 １７人
合計 ７２５ １，８６０ １７５ ２，３３７ ７３０ ５，６２１ ９７９ ２，６９８ ４０８ ７８５ ２２９１５，８２２

Ⅲ‐２ 夜勤日数別の人数と割合（２交替病棟） 入院基本料別

実施資料■Ⅲ■２交替病棟

２４医 療 労 働 臨 時 増 刊



3.5回～4回 4.5回～5回 5.5回以上3回以内

100 20 30 40 50 60  70 80 90 100

全医労

全厚労

全日赤

公的病院

自治体

大学

民医連・医療生協

地場一般病院

地場精神病院

介護・福祉

病棟数 ３回以内 ３．５～４回 ４．５～５回 ５．５回上 ４回以内
全医労 ２０５ ３２．９ ５７．４ ９．６ ０．２ ９０．２
全厚労 １９５ ２７．７ ３７．５ ２５．８ ８．９ ６５．３
全日赤 １２８ ２３．０ ４２．３ ２６．２ ８．５ ６５．３
公的病院 １０ ４８．８ ３３．３ １７．９ ０．０ ８２．１
自治体 ２９ ３０．５ ３９．３ １６．２ １４．０ ６９．９
大 学 １２１ ２６．７ ２２．１ ３０．１ ２１．１ ４８．８
民医連・医療生協 ９５ ２３．３ ３７．９ ２８．９ ９．９ ６１．１
地場一般病院 １７ ２０．８ １８．９ ２３．６ ３６．７ ３９．７
地場精神病院 ８ ２１．０ ３５．３ １８．５ ２５．２ ５６．３
介護・福祉 ４４ ３７．５ ４５．８ １４．１ ２．６ ８３．３

合 計 ８５２ ２８．２ ４０．７ ２２．０ ９．２ ６８．８

Ⅲ‐３ 夜勤日数別の人数と割合（２交替病棟） 組合性格別

実施資料■Ⅲ■２交替病棟

医 療 労 働 臨 時 増 ２５刊



4.6

4.4

4.2

4.0

3.8

3.6

3.4

4.51

4.26

3.95
3.92

3.97

3.80

3.87
3.91

3.893.86

4.03

4.01

4.19

3.78

3.81

2002年2000年 2004年 2006年 2008年 2010年 2012年1998年

１９９７年 ４．２７
１９９８年 ４．５１
１９９９年 ４．２６
２０００年 ３．９５
２００１年 ３．９２
２００２年 ３．９７
２００３年 ３．７８
２００４年 ３．８１
２００５年 ３．８０
２００６年 ３．８７
２００７年 ３．８６
２００８年 ３．９１
２００９年 ３．８９
２０１０年 ４．１９
２０１１年 ４．０３
２０１２年 ４．０１

組 合 病棟数 夜勤人数 平均回数
全医労 ２０５ ４，７５６ ３．６２
全厚労 １９５ ３，７３１ ３．９６
全日赤 １２８ ３，４４５ ４．０２
公的病院 １０ ２４０ ３．４８
自治体 ２９ ２７２ ３．９０
大学 １２１ ３，３４６ ４．２６
民医連・医療生協 ９５ １，７５９ ４．０９
地場一般病院 １７ ３６０ ４．７２
地場精神病院 ８ １１９ ４．３９
介護・福祉 ４４ ８７４ ３．６７

合 計 ８５２ １８，９０２ ４．０１

Ⅲ‐４ 平均夜勤回数（２交替病棟）

組合性格別

実施資料■Ⅲ■２交替病棟

２６医 療 労 働 臨 時 増 刊
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7.67.67.6
4.64.64.6

2003年 2005年 2008年2007年 2009年 2010年 2011年 2012年2006年

夜勤人数

夜勤人数 病棟数 割合
１人 １６ １２．１
２人 ３９ ２９．５
３人 ５８ ４３．９
４人 １６ １２．１
５人 １ ０．８
６人 １ ０．８
７人 １ ０．８
合 計 １３２ １００．０

％ １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 ３人以上
２００３年 ５．０ ６０．９ ２４．８ ６．２ ３．１ ３４．２
２００５年 ３．１ ６３．２ ２４．５ ６．１ ３．１ ３３．７
２００６年 ２．３ ５０．５ ４０．２ ５．１ １．９ ４７．２
２００７年 ２．９ ４１．６ ４２．８ ８．２ ４．５ ５５．６
２００８年 ２．１ ４１．５ ４０．０ ７．５ ９．０ ５６．４
２００９年 ７．５ ３４．３ ４３．２ １２．６ ２．４ ５８．２
２０１０年 ４．６ ２６．６ ４７．３ １６．２ ５．３ ６８．８
２０１１年 ７．６ ２５．０ ４８．９ ９．２ ９．２ ６７．４
２０１２年 １２．１ ２９．５ ４３．９ １２．１ ２．３ ５８．３

Ⅲ‐５ 夜勤の体制（２交替病棟）

夜勤人数

実施資料■Ⅲ■２交替病棟

医 療 労 働 臨 時 増 ２７刊
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1999年 2001年 2003年 2005年 2007年 2009年 2011年 2012年1997年

50床当り看護職員数の経年推移

看護職員

看護要員

正職員 臨・パ 派遣等 小計 病棟数 病床数
看護職員 ２１，１９７ １，０６０ ２９ ２２，２８６ ８５２ ３７，３３３
介護者 １，５７５ ３６５ ４３ １，９８３
補助者 ８１８ ９９３ ２４０ ２，０５１

看護要員 ２６，３２０

介護者の割合 ７．５３％
補助者の割合 ７．７９％
看護職員の臨時・パート ４．７６％
看護職員の派遣等 ０．１３％
介護師の臨時・パート １８．４１％
介護師の派遣等 ２．１７％
補助者の臨時・パート ４８．４２％
補助者の派遣等 １１．７０％

５０床あたり看護職員 ２９．８
５０床あたり看護要員 ３５．３

年 度 看護職員 看護要員
１９９７年 １７．１ ２１．５
１９９８年 １８．３ ２３．７
１９９９年 １７．９ ２３．２
２０００年 １８．１ ２３．１
２００１年 １９．３ ２４．２
２００２年 １８．４ ２４．１
２００３年 １８．９ ２５．０
２００４年 １８．５ ２５．４
２００５年 １８．３ ２５．２
２００６年 ２１．０ ２６．５
２００７年 ２４．６ ２８．５
２００８年 ２４．４ ２８．５
２００９年 ２５．３ ２９．１
２０１０年 ２６．５ ３１．７
２０１１年 ２７．５ ３２．９
２０１２年 ２９．８ ３５．３

Ⅲ‐６ 病棟５０床当り看護職員数・看護要員数（２交替病棟）

介護者・補助者に占める雇用形態別の割合

実施資料■Ⅲ■２交替病棟

２８医 療 労 働 臨 時 増 刊
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22.5

15.3

21.7

20.4

23.7
24.5

27.1 27.1

20.9

13.8

14.4
16.6 16.4

13.3

1999年 2001年 2003年 2005年 2007年 2009年 2011年 2012年

１９９９年 ２２．５
２０００年 ２１．７
２００１年 ２０．４
２００２年 ２３．７
２００３年 ２４．５
２００４年 ２７．１
２００５年 ２７．１
２００６年 ２０．９
２００７年 １３．８
２００８年 １４．４
２００９年 １３．３
２０１０年 １６．６
２０１１年 １６．４
２０１２年 １５．３

２０００年 ５．９
２００１年 ６．１
２００２年 ５．８
２００３年 ４．５
２００４年 ３．７
２００５年 ３．４
２００６年 ３．６
２００７年 ２．５
２００８年 ２．９
２００９年 ４．１
２０１０年 ５．０
２０１１年 ５．３
２０１２年 ４．９

２０００年 ２１．１
２００１年 ２５．３
２００２年 ２６．２
２００３年 ２６．５
２００４年 ２０．１
２００５年 ２０．３
２００６年 ２８．６
２００７年 ３４．４
２００８年 ３２．６
２００９年 ３６．９
２０１０年 ３８．１
２０１１年 ３８．４
２０１２年 ４０．７

Ⅲ‐７ 看護要員に占める介護者・補助者の割合（２交替病棟）

Ⅲ‐８ 看護職員に占める臨時・パートの割合（２交替病棟）

Ⅲ‐９ 介護者・補助者に占める臨時・パートの割合（２交替病棟）

実施資料■Ⅲ■２交替病棟

医 療 労 働 臨 時 増 ２９刊



平均
夜勤日数

看護要員
介護士

看護要員
補助者

看護師
臨時パート

看護師
派遣

介護士
臨時パート

介護士
派遣

補助者
臨時パート

補助者
派遣

全医労 ３．６２ １．８％ ６．５％ １．２％ ０．１％ ８．６％ １．９％ ８８．７％ ６．２％
全厚労 ３．９６ ７．７％ ９．７％ ６．５％ ０．２％ ３１．２％ ０．４％ ３２．８％ １０．３％
全日赤 ４．０２ ０．９％ ８．６％ ２．３％ １２．８％ ３０．８％ ３３．０％ ３３．８％
公的病院 ３．４８ １２．０％ １．９％ ６．４％ １３．５％ ６６．７％ ３３．３％
自治体 ３．９０ ３．２％ １０．０％ ９．４％ ０．３％ ７．１％ ６４．８％ ３．４％
大 学 ４．２６ ５．４％ ２．５％ ４１．０％ ７．１％
民医連・医療生協 ４．０９ １５．３％ ５．９％ １１．９％ ０．１％ １８．１％ ０．２％ ６７．９％ ３．１％
地場一般病院 ４．７２ １８．７％ １０．２％ １２．２％ ２．１％ ８．９％ ０．９％ ２１．３％ ３．３％
地場精神病院 ４．３９ ６．８％ ２６．１％ １１．０％ ４．３％
介護・福祉 ３．６７ ５８．８％ ９．０％ １７．１％ １４．７％ ３．３％ ４８．３％ ０．８％

合 計 ４．０１ ７．５％ ７．８％ ４．８％ ０．１％ １８．４％ ２．２％ ４８．４％ １１．７％

施設数 病棟数 ベッド数 看護職員 介護職員 補助者 看護要員
全医労 ５１ ２０５ ４０．２ ３３．２ ０．６ ２．４ ３６．２
全厚労 ４６ １９５ ４７．７ ２７．１ ２．５ ３．２ ３２．８
全日赤 ２０ １２８ ４２．６ ３６．０ ０．４ ３．４ ３９．８
公的病院 ３ １０ ４９．１ ２７．０ ３．８ ０．６ ３１．４
自治体 １２ ２９ ４７．１ ２７．９ １．０ ３．２ ３２．２
大 学 ５ １２１ ３８．４ ３９．９ ２．３ ４２．２
民医連・医療生協 ３５ ９５ ４２．８ ２６．３ ５．１ ２．０ ３３．４
地場一般病院 ８ １７ ４４．４ ２８．１ ７．４ ４．０ ３９．６
地場精神病院 ２ ８ ５５．１ １３．４ １．４ ５．２ ２０．０
介護・福祉 ３１ ４４ ５８．４ ８．２ １４．９ ２．３ ２５．４

合 計 ２１３ ８５２ ４３．８ ２９．８ ２．７ ２．７ ３５．３

看護職員
看護要員

夜勤専門
看護師性格 病棟数 ベッド数 正職員 臨時・パート 派遣等 看護師計

�３交替 １，９２９ ８７，３１５ ４８，８２２ ２，０４５ ３７ ５０，９０４ ５７，９３０ ０．１３％
�変則３交替 １２８ ５，７５６ ３，２１９ １６２ ２ ３，３８３ ３，８１２ ０．２１％
�混合（３交替・２交替） １３４ ５，５９６ ３，６８８ ２２４ ９ ３，９２１ ４，３８２ ０．７９％
�２交替（拘束１６時間未満） ３３９ １３，７９２ ９，０６８ ２７１ １４ ９，３５３ １０，４３７ ０．２２％
�２交替（拘束１６時間以上） ３７５ １７，７６１ ８，３９８ ５５４ ６ ８，９５８ １１，４２０ ０．９４％
�当直と２交替 ４ １８４ ４３ １１ ５４ ８１ ３．７０％
�当直 ５ １０３ ２７ １１ ３８ ５７ ７．８９％

合計 ２，９１４ １３０，５０７ ７３，２６５ ３，２７８ ６８ ７６，６１１ ８８，１１９ ０．２８％

Ⅲ‐１０ 組合性格別基本データ（２交替病棟）

Ⅲ‐１１ 夜勤専門看護職員（看護職員に対する割合）

実施資料■Ⅲ■２交替病棟

３０医 療 労 働 臨 時 増 刊



2交替病棟の経年推移

76.3％ 23.7％
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72.0％ 28.0％

２交替看護職員の経年推移
30%

25%

20%

15%

10%

5%

0%
2000年 2002年 2004年

看護職員
病棟
病床

2006年 2008年 2010年 2012年

47.5％ 52.5％

16時間未満 16時間以上２交替制の16時間以上の割合
0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

３交替 ２交替
１９９９年 ９３．５％ ６．５％
２０００年 ９２．３％ ７．７％
２００１年 ９２．６％ ７．４％
２００２年 ９１．５％ ８．５％
２００３年 ９１．７％ ８．３％
２００４年 ９１．５％ ８．５％
２００５年 ９１．７％ ８．３％
２００６年 ８８．７％ １１．３％
２００７年 ８７．５％ １２．５％
２００８年 ８３．３％ １６．７％
２００９年 ８２．４％ １７．６％
２０１０年 ７４．５％ ２５．５％
２０１１年 ７６．３％ ２３．７％
２０１２年 ７２．０％ ２８．０％

１６時間未満１６時間以上
病棟数 ３３９ ３７５
割合 ４７．５％ ５２．５％

病棟 病床 看護職員
１９９９年 ６．５％ ６．７％ ５．３％
２０００年 ７．７％ ７．８％ ６．２％
２００１年 ７．４％ ７．３％ ６．２％
２００２年 ８．５％ ８．６％ ６．８％
２００３年 ８．３％ ８．２％ ６．７％
２００４年 ８．５％ ８．６％ ６．８％
２００５年 ８．３％ ８．５％ ６．７％
２００６年 １１．３％ １１．１％ ９．５％
２００７年 １２．５％ １２．２％ １１．５％
２００８年 １６．７％ １６．３％ １５．１％
２００９年 １７．６％ １７．３％ １６．１％
２０１０年 ２５．５％ ２３．３％ ２１．４％
２０１１年 ２３．７％ ２３．６％ ２２．０％
２０１２年 ２８．０％ ２７．５％ ２７．７％

Ⅳ‐１ 3交替病棟と2交替病棟の割合

２交替制の１６時間以上の割合

２交替看護職員の経年推移

実施資料■�■３交替病棟と２交替病棟の比較

医 療 労 働 臨 時 増 ３１刊
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人 /50床

50床あたりの看護要員

2交替
20

25

30

35

40

1999年 2001年 2003年

21.5
23.723.2 23.1

24.2 24.1 25.0
25.4 25.2 26.5

28.5 28.5 29.1
31.7

32.9

33.9
35.3

33.5

32.5
29.729.028.7

27.1
26.026.325.825.825.125.125.225.325.5

2005年 2007年 2009年 2011年2012年

看護職員 ３交替 ２交替
１９９７年 ２３．３ １７．１
１９９８年 ２３．２ １８．３
１９９９年 ２２．９ １７．９
２０００年 ２３．１ １８．１
２００１年 ２２．８ １９．３
２００２年 ２３．６ １８．４
２００３年 ２３．４ １８．９
２００４年 ２４．０ １８．５
２００５年 ２３．７ １８．３
２００６年 ２４．８ ２１．０
２００７年 ２６．３ ２４．６
２００８年 ２６．６ ２４．４
２００９年 ２７．５ ２５．３
２０１０年 ２９．５ ２６．５
２０１１年 ３０．１ ２７．５
２０１２年 ２９．５ ２９．８

看護要員 ３交替 ２交替
１９９７年 ２５．５ ２１．５
１９９８年 ２５．３ ２３．７
１９９９年 ２５．２ ２３．２
２０００年 ２５．１ ２３．１
２００１年 ２５．１ ２４．２
２００２年 ２５．８ ２４．１
２００３年 ２５．８ ２５．０
２００４年 ２６．３ ２５．４
２００５年 ２６．０ ２５．２
２００６年 ２７．１ ２６．５
２００７年 ２８．７ ２８．５
２００８年 ２９．０ ２８．５
２００９年 ２９．７ ２９．１
２０１０年 ３２．５ ３１．７
２０１１年 ３３．９ ３２．９
２０１２年 ３３．５ ３５．３

Ⅳ‐２ 病棟５０床当りの職員数（3交替病棟と2交替病棟の比較）

実施資料■�■３交替病棟と２交替病棟の比較

３２医 療 労 働 臨 時 増 刊



3交替

全医労

全厚労

全日赤

健保労組

全労済

国共病組

公共労

公的病院

自治体

大学

介護・福祉

地場精神病院

地場一般病院

民医連・医療生協

74.2％ 25.8％

66.0％ 34.0％

50.2％ 49.8％

100.0％

100.0％

100.0％

100.0％

85.1％ 14.9％

91.2％ 8.8％

46.5％ 53.5％

67.0％ 33.0％

86.2％ 13.8％

82.2％ 17.8％

10.2％ 89.8％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

2交替

３交替 ２交替 合計 ３交替 ２交替
全医労 ５９１ ２０５ ７９６ ７４．２％ ２５．８％
全厚労 ３７８ １９５ ５７３ ６６．０％ ３４．０％
全日赤 １２９ １２８ ２５７ ５０．２％ ４９．８％
健保労組 ３１ ０ ３１ １００．０％ ０．０％
全労災 ２３２ ０ ２３２ １００．０％ ０．０％
国共病組 １２ ０ １２ １００．０％ ０．０％
公共労 １４ ０ １４ １００．０％ ０．０％
公的病院 ５７ １０ ６７ ８５．１％ １４．９％
自治体 ３０１ ２９ ３３０ ９１．２％ ８．８％
大 学 １０５ １２１ ２２６ ４６．５％ ５３．５％
民医連・医療生協 １９３ ９５ ２８８ ６７．０％ ３３．０％
地場一般病院 １０６ １７ １２３ ８６．２％ １３．８％
地場精神病院 ３７ ８ ４５ ８２．２％ １７．８％
介護・福祉 ５ ４４ ４９ １０．２％ ８９．８％

合 計 ２，１９１ ８５２ ３，０４３ ７２．０％ ２８．０％

Ⅳ‐３ 3交替病棟と2交替病棟の割合 組合性格別

病棟数

実施資料■�■３交替病棟と２交替病棟の比較

医 療 労 働 臨 時 増 ３３刊



18.0%

31.0% 51.0%

3交替

0％

1～9床 74.4％ 25.6％

61.7％ 38.3％

66.9％ 33.1％

72.2％ 27.8％

71.8％ 28.2％

72.4％ 27.6％

81.6％ 18.4％

63.8％ 36.2％

10～19床

20～29床

30～39床

40～49床

50～59床

60～69床

70床以上

20％ 40％ 60％ 80％ 100％

2交替

病床数 ３交替 ２交替 合計 ３交替 ２交替
１～９床 ６４ ２２ ８６ ７４．４％ ２５．６％
１０～１９床 ５８ ３６ ９４ ６１．７％ ３８．３％
２０～２９床 ８３ ４１ １２４ ６６．９％ ３３．１％
３０～３９床 １６６ ６４ ２３０ ７２．２％ ２７．８％
４０～４９床 ７２７ ２８５ １，０１２ ７１．８％ ２８．２％
５０～５９床 ７６７ ２９２ １，０５９ ７２．４％ ２７．６％
６０～６９床 ２２２ ５０ ２７２ ８１．６％ １８．４％
７０床以上 ４４ ２５ ６９ ６３．８％ ３６．２％

施設数
病棟数

３交替 ２交替 混合
３交替制のみの施設（夜勤の形態��） ２２４ １，４４１ ０ ０ ５１．０％
２交替制のみの施設（夜勤の形態��） ７９ ０ ２９１ ０ １８．０％
混合施設（夜勤の形態�～�の混合） １３６ ６１６ ４２３ １３８ ３１．０％

合 計 ４３９ ２，０５７ ７１４ １３８

Ⅳ‐４ 3交替病棟と2交替病棟の割合 病床数による比較

病棟数

3交替‐2交替 病床数分類

Ⅳ‐５ 3交替病棟と2交替病棟の施設

実施資料■�■３交替病棟と２交替病棟の比較
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0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

二交替

三交替

61.7％ 14.1％ 17.0％5.4％

54.1％ 28.6％

1.9％

28.6％

10.1％4.8％

7対1 その他10対1

10対1

15対113対1

7対1

7対1

病棟数
三交替 二交替 三交替 二交替

入
院
基
本
料

７対１ １，０８１ ４４７ ５４．１％ ６１．７％
１０対１ ５７１ １０２ ２８．６％ １４．１％
１３対１ ４８ １４ ２．４％ １．９％
１５対１ ９５ ３９ ４．８％ ５．４％
その他 ２０２ １２３ １０．１％ １７．０％
合計 １，９９７ ７２５ １００．０％ １００．０％

Ⅳ‐６ 3交替・2交替別入院基本料（病棟）

実施資料■�■３交替病棟と２交替病棟の比較
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Ｄ÷Ａ Ｇ÷Ａ Ｊ÷Ａ
（Ｂ＋Ｃ）

÷Ｄ
（Ｅ＋Ｆ）

÷Ｇ
（Ｈ＋Ｉ）

÷Ｊ
Ｋ÷Ｄ Ｌ÷Ｇ Ｍ÷Ｊ

夜勤形態
�３交替 ９０．９％ ０．３％ ８．８％ ２０．３％ ７５．０％ ８４．３％ ３６．２％
�変則３交替 ９０．８％ ９．２％ １４．１％ １００．０％
�混合（３交替・２交替） ８０．１％ １９．９％ ３５．２％ ８７．５％ ５０．８％ ４．２％
�２交替（拘束１６時間未満） ８９．２％ １０．８％ ４２．０％ ７８．１％ ８．５％
�２交替（拘束１６時間以上） ８７．８％ １２．２％ ３５．１％ ９１．８％ ４２．０％
�当直・２交替 ９１．７％ ８．３％ ４１．６％ ８６．２％ ４０．３％
�当直 ８６．４％ １．０％ １２．５％ ３６．０％ １００．０％ ９３．２％ ３７．０％
合計 ８９．０％ ０．２％ １０．８％ ３２．１％ ９０．０％ ８６．０％ ３０．２％ ０．４％

日数 人数 割合
６日内 ２８６ ４９．６％
７日 ５６ ９．７％
８日 １５３ ２６．５％
９日 ４７ ８．１％

１０日上 ３５ ６．１％
８日内 ４９５ ８５．８％
合計 ５７７ １００．０％

日数 人数 割合
６日内 ２０ １００．０％
７日
８日
９日

１０日上
８日内 ２０ １００．０％
合計 ２０ １００．０％

日数 人数 割合 回数 人数 割合
６日内 ５０ ６７．６％ ３回以内 １８ ３９．１％
７日 ８ １０．８％ ３．５～４回 １５ ３２．６％
８日 １１ １４．９％ ４．５～５回 ３ ６．５％
９日 ４ ５．４％ ５．５回上 １０ ２１．７％

１０日上 １ １．４％ ４回以内 ３３ ７１．７％
８日内 ６９ ９３．２％ 合計 ４６ １００．０％
合計 ７４ １００．０％

回数 人数 割合
３回以内 ３９７ ９０．０％
３．５～４回 ３６ ８．２％
４．５～５回 ５ １．１％
５．５回上 ３ ０．７％
４回以内 ４３３ ９８．２％
合計 ４４１ １００．０％

日数 人数 割合
３回以内 ２０２ ５８．４％
３．５～４回 ８９ ２５．７％
４．５～５回 ２５ ７．２％
５．５回上 ３０ ８．７％
４回以内 ２９１ ８４．１％
合計 ３４６ １００．０％

回数 人数 割合
３回以内 １０８ ８０．６％
３．５～４回 ２５ １８．７％
４．５～５回 １ ０．７％
５．５回上
４回以内 １３３ ９９．３％
合計 １３４ １００．０％

Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ
介護職員 補助者など 夜勤

看護
夜勤
介護

夜勤
補助者夜勤形態 正職員 臨・パ 派遣等 合計 正職員 臨・パ 派遣等 合計

�３交替 １ ３ ４ ２２ ９８ ２０ １４０ ５２２
�変則３交替 １０ １０
�混合（３交替・２交替） ６ ４２ ４８ ９８ ２
�２交替（拘束１６時間未満） ３０ ９５ １２ １３７ ９６
�２交替（拘束１６時間以上） ８ ６３ ２７ ９８ ２９７
�当直・２交替 ４ ２５ ２９ １２９
�当直 ６ ６ ５ ６１ ７ ７３ １８６
合計 １ ９ １０ ７５ ３８４ ７６ ５３５ １，３２８ ２

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

看護要員 看護職員
夜勤形態 職場数 割合 正職員 臨・パ 派遣等 合計

�３交替 ３３２４．８％ １，５８５ １，１４９ ２９１ １ １，４４１
�変則３交替 ２ １．５％ １０９ ８５ １４ ９９
�混合（３交替・２交替） ７ ５．３％ ２４１ １２５ ６７ １ １９３
�２交替（拘束１６時間未満） ２７２０．３％ １，２６９ ６５７ ４７５ １，１３２
�２交替（拘束１６時間以上） ２５１８．８％ ８０５ ４５９ ２４８ ７０７
�当直・２交替 １０ ７．５％ ３４９ １８７ １３３ ３２０
�当直 ２９２１．８％ ５８２ ３２２ １８１ ５０３
合計 １３３１００．０％ ４，９４０ ２，９８４ １，４０９ ２ ４，３９５

回数 人数 割合
３回以内 １６０ ６８．４％
３．５～４回 ４８ ２０．５％
４．５～５回 ２１ ９．０％
５．５回上 ５ ２．１％
４回以内 ２０８ ８８．９％
合計 ２３４ １００．０％

Ⅴ‐１ 外来の夜勤形態

Ⅴ‐２ 外来夜勤日数別の人数と割合
�変則３交替 �混合（３交替・２交替など）�３交替

�２交替（拘束１６時間未満）�２交替（拘束１６時間以上） �当直・２交替 �当直

実施資料■Ⅴ■外来・その他

３６医 療 労 働 臨 時 増 刊



職場数 夜勤人数 平均回数
�３交替 ３３ ５７７ ６．３６
�変則３交替 ２ ２０ ４．７０
�混合（３交替・２交替） ７ １２０ ４．８９
�２交替（拘束１６時間未満） ２７ ４４１ ２．３８
�２交替（拘束１６時間以上） ２５ ３４６ ３．３３
�当直・２交替 １０ １３４ ２．７５
�当直 ２９ ２３４ ２．９２

準夜勤務人数
１人 ２人 ３人 ４人 合計
６ １４ ８ ５ ３３

１８．２％ ４２．４％ ２４．２％ １５．２％

深夜勤務人数
１人 ２人 ３人 ４人 合計
１２ １４ ５ ０ １９

６３．２％ ７３．７％ ２６．３％ ０．０％

夜勤人数
１人 ２人 ３人 ９人 １１人 合計
１９ １７ ４ １ １ ４２

４５．２％ ４０．５％ ９．５％ ２．４％ １００．０％

当直人数
１人 ２人 ３人 ４人 合計
１３ ６ ０ ０ １９

６８．４％ ３１．６％ ０．０％ ０．０％

夜勤形態 職場数 割合
�３交替 ７ １７．５％
�変則３交替 ０．０％
�混合（３交替・２交替） ２ ５．０％
�２交替（拘束１６時間未満） ９ ２２．５％
�２交替（拘束１６時間以上） ３ ７．５％
�当直・２交替 ３ ７．５％
�当直 １６ ４０．０％

合計 ４０ １００．０％

夜勤形態 職場数 割合
�３交替 ４ ６６．７％
�変則３交替 ０．０％
�混合（３交替・２交替） ０．０％
�２交替（拘束１６時間未満） １ １６．７％
�２交替（拘束１６時間以上） ０．０％
�当直・２交替 ０．０％
�当直 １ １６．７％

合計 ６ １００．０％

Ⅴ‐３ 外来平均夜勤日数

Ⅴ‐４ 外来夜勤の人数
３交替制準夜

３交替制深夜

２交替制夜勤

当直制

Ⅴ‐５ 手術室の夜勤形態

Ⅴ‐６ 透析室の夜勤形態

実施資料■Ⅴ■外来・その他
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99床以下

0 40 60 80 100 12020

許可病床数
稼働病床数

100～199

200～299

300～399

400～499

500～599

600～699

700～799

800～899

900床以上

許可病床数 稼働病床数
９９床以下 ５５ ５８
１００～１９９ ９６ １０１
２００～２９９ ７６ ８３
３００～３９９ ８６ ８５
４００～４９９ ５０ ５０
５００～５９９ ３０ ２２
６００～６９９ ２２ １６
７００～７９９ １１ １０
８００～８９９ ４ ３
９００床以上 ９ ９
全施設平均 ３１４ ３００

平均
許可病床数

平均
稼働病床数

９９床
以下

１００～
１９９

２００～
２９９

３００～
３９９

４００～
４９９

５００～
５９９

６００～
６９９

７００～
７９９

８００床
以上施設数

全医労 ９７ ３６６ ３４２ ２ １１ ２５ ２６ ２０ ９ ２ ２
全厚労 ９０ ２９９ ２７９ １３ １６ ２２ ２１ １１ ３ １ ２ １
全日赤 ２２ ４８６ ４５７ ２ ３ ３ ３ ３ ６ １ １
健保労組 ７ ２２１ ２０４ ５ １ １
全労災 ２７ ４０６ ３９９ ２ ５ １０ ４ ２ ２ ２
国共病組 ２ ２７２ ２７２ １ １
公共労 ３ ２６１ ２６１ ３
公的病院 ９ ３２５ ３０７ １ １ ３ １ ２ １
自治体 ３９ ３７９ ３６５ ４ ４ ８ ８ ５ ４ ３ ２ １
大 学 ９ ９３５ ９４０ １ ８
民医連・医療生協 ７１ １８５ １７７ １７ ３２ １０ １０ １ １
地場一般病院 １９ ３０９ ３０３ １ ９ ２ １ ３ １ １ １
地場精神病院 ９ ２８９ ２８１ ２ ３ ３ １
介護・福祉 ３３ ８５ ８３ １８ １４ １

Ⅵ‐１ 許可病床数・稼働病床数（基礎項目）

組合性格別稼動病床数の割合

実施資料■Ⅵ■基礎項目
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26.0%

70.6%

1.0%1.0% 1.5% 4.5%

18.7%

14.2%

20.0%

42.6%

一般病床 精神病床

７対１ １，３１３ ７

１０対１ ４８３ ２９

１３対１ １８ ２２

１５対１ １９ ６６

その他 ２７ ３１

無回答 ８６ ５

Ⅵ‐２ 入院基本料（基礎項目）

実施資料■Ⅵ■基礎項目
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有 無 無回答 有の割合
全医労 ３１ ４５ ２２ ３１．６％
全厚労 ６５ ９ １６ ７２．２％
全日赤 １５ ６ １ ６８．２％
健保労組 ２ ４ １ ２８．６％
全労災 １６ ３ ８ ５９．３％
国共病組 ２
公共労 ２ １ ６６．７％
公的病院 ３ ５ １ ３３．３％
自治体 ２２ １６ １ ５６．４％
大 学 ５ ３ １ ５５．６％
民医連・医療生協 ５７ １０ ６ ７８．１％
地場一般病院 ９ ８ ２ ４７．４％
地場精神病院 ５ ４ ５５．６％
介護・福祉 ２０ ３ １０ ６０．６％

割 合 ６８．３％ ３１．７％

７対１ １０対１ １３対１ １５対１ その他 記載なし
全医労 ２ ２１ ６ １８ １２ ４
全厚労 １ ４ ２ １３ ５
全日赤 １ ３ ２
健保労組
全労災
国共病組
公共労 １
公的病院
自治体 ２ １ ７ ４
大 学 ２ １ １ １ １
民医連・医療生協
地場一般病院 ２ １
地場精神病院 １ １ ２８ １２
介護・福祉

合 計 ７ ２９ ２２ ６６ ３１ ５
（記載なしを除く） ４．５％ １８．７％ １４．２％ ４２．６％ ２０．０％ １５５

７対１ １０対１ １３対１ １５対１ その他 記載なし
全医労 １９０ １５５ ２ ６ ７ ５５
全厚労 ２８４ １０８ ９ ７ ４
全日赤 １５５ １ ６ １２
健保労組 ２４ ５
全労災 １４７ ４９ １
国共病組 ７ ３
公共労 １３
公的病院 ３６ １１ １
自治体 １５８ ８９ １ １ ３ ５
大 学 １５５ ２ １ １
民医連・医療生協 ９６ ４５ ２ ３ １０
地場一般病院 ４８ １５ ３ ４ ２ ４
地場精神病院
介護・福祉

合 計 １，３１３ ４８３ １８ １９ ２７ ８６
（記載なしを除く） ７０．６％ ２６．０％ １．０％ １．０％ １．５％ １，８６０

一般病棟

精神病棟

Ⅵ‐３ 夜勤協定（基礎項目）
組合性格別夜勤協定の有無

実施資料■Ⅵ■基礎項目
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病院１００床当り人数 構成比
施設数 病床数 看護職員 介護職員 補助者 看護職員 介護職員 補助者 看護職員 介護職員 補助者

全医労 ９８ ３３，２０３ ２２，９７５ １，１０２ １，７２２ ６９．２ ３．３ ５．２ ８９．１ ４．３ ６．７
全厚労 ９０ ２５，１５０ ２０，０４４ １，０３６ ２，１０６ ７９．７ ４．１ ８．４ ８６．４ ４．５ ９．１
全日赤 ２２ １０，０６４ １０，１７８ ９１ ８６７ １０１．１ ０．９ ８．６ ９１．４ ０．８ ７．８
健保労組 ７ １，４２５ １，１７３ ３ ５８ ８２．３ ０．２ ４．１ ９５．１ ０．２ ４．７
全労災 ２７ １０，７６６ ８，４４５ ３０ ５２５ ７８．４ ０．３ ４．９ ９３．８ ０．３ ５．８
国共病組 ２ ５４４ ４１１ １４ ８ ７５．６ ２．６ １．５ ９４．９ ３．２ １．８
公共労 ３ ７８３ ４７５ ４４ ６０．７ ５．６ ９１．５ ８．５
公的病院 ９ ２，７６２ ２，４１８ ７８ ２５９ ８７．５ ２．８ ９．４ ８７．８ ２．８ ９．４
自治体 ３９ １４，２２６ １２，０８８ ８７ １，５７７ ８５．０ ０．６ １１．１ ８７．９ ０．６ １１．５
大学 ９ ８，４６４ ８，４５７ ５３７ ９９．９ ６．３ ９４．０ ６．０
民医連・医療生協 ７３ １２，５５４ ９，３２３ １，２８１ ９５３ ７４．３ １０．２ ７．６ ８０．７ １１．１ ８．２
地場一般病院 １９ ５，７５３ ３，５１３ １３８ ５７２ ６１．１ ２．４ ９．９ ８３．２ ３．３ １３．５
地場精神病院 ９ ２，５２８ ８４９ ８７ ３０１ ３３．６ ３．４ １１．９ ６８．６ ７．０ ２４．３
介護・福祉 ３３ ２，７４４ ４８２ ９４４ １３６ １７．６ ３４．４ ５．０ ３０．９ ６０．４ ８．７

４４０ １３０，９６６１００，８３１ ４，８９１ ９，６６５ ７７．０ ３．７ ７．４ ８７．４ ４．２ ８．４

男性／職員総数
看護職員 介護職員 補助者 看護職員 介護職員 補助者

全医労 １，４７８ ３１８ １０２ ６．４ ２８．９ ５．９
全厚労 ７２７ １９２ ８４ ３．６ １８．５ ４．０
全日赤 ３７３ ２０ １７ ３．７ ２２．０ ２．０
健保労組 ４３ ３．７
全労災 ３０１ ２ ３．６ ０．４
国共病組 １２ ４ １ ２．９ ２８．６ １２．５
公共労 １０ ２．１
公的病院 １０５ ２０ １ ４．３ ２５．６ ０．４
自治体 ５２５ ４ ２４ ４．３ ４．６ １．５
大 学 ４８３ １２ ５．７ ２．２
民医連・医療生協 ４５４ ３２５ ５３ ４．９ ２５．４ ５．６
地場一般病院 ３１ １２ １７ ０．９ ８．７ ３．０
地場精神病院 ２３８ １２ ２１ ２８．０ １３．８ ７．０
介護・福祉 ２０ １７０ ４ ４．１ １８．０ ２．９

４，８００ １，０７７ ３３８ ４．８ ２２．０ ３．５

Ⅵ‐４ 職員総数と病院１００床当り人数（基礎項目）

Ⅵ‐５ 職員総数の内の男性人数（基礎項目）

実施資料■Ⅵ■基礎項目
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50.0%
50.0%

12時間以内
17.9%

16時間以内
21.4%

16時間超
3.2% ８時間以内

57.5%

施設数 割合
有 １８０ ５０．０％
無 １８０ ５０．０％

施設数 割合
８時間以内 １８０ ５７．５％
１２時間以内 ５６ １７．９％
１６時間以内 ６７ ２１．４％
１６時間超 １０ ３．２％

看護職員 介護者 補助者 看護要員
総数 １００，８３１ ４，８９１ ９，６６５ １１５，３８７
（内男性数） ４，８００ １，０７７ ３３８ ６，２１５
妊娠者数 １，３４０ ３６ ８ １，３８４
産休者数 １，０３５ ２１ ２ １，０５８
育休者数 ２，８７９ ５３ １６ ２，９４８
育児短時間取得数 １，３４０ １５ ５ １，３６０
介護休暇取得数 ４０ １ ２ ４３
病欠者数 １，３６７ ３９ １４ ６３２

病
院
１
０
０

床
当
り
人
数

妊娠者数 １．３ ０．７ ０．１ ２．１
産休者数 １．０ ０．４ ０．０ １．５
育休者数 ２．９ １．１ ０．２ ４．１
育児短時間取得数 １．３ ０．３ ０．１ １．７
介護休暇取得数 ０．０ ０．０ ０．０ ０．１
病欠者数 １．４ ０．８ ０．１ ２．３

Ⅵ‐６ 看護職員の休業者数・妊産婦数（基礎項目）

Ⅵ‐７ 最も短い勤務間隔（基礎項目）

Ⅵ‐８ 勤務間隔は１２時間以上あるか（基礎項目）

実施資料■Ⅵ■基礎項目
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夜勤実態調査表
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看護師等医療従事者の勤務環境の改善をはじめとする
「雇用の質」の向上に向けた取組については、昨年６月
にとりまとめられた「看護師等の『雇用の質』の向上に
関する省内プロジェクトチーム報告書」（以下「報告書」
という。）を踏まえ、「看護師等の『雇用の質』の向上
のための取組の実施について」（平成２３年７月１日基政
発第０７０１第１号・職首発第０７０１第１号・雇児職発０７０１第
２号）に基づき、地域の医療関係者等の参加による企画
委員会の設置・運営、医療機関の労務管理担当者を対象
とする研修会の開催等に取り組んでいただいたところで
ある。
報告書においては、�の１で「共同の取組を（略）平

成２４年度以降も継続実施する」とされており、また、�
の１で「チーム医療の観点からも、医療従事者全体の勤
務環境の改善を図っていくことが求められて」いること
から、「今後、関係部局においては、可能なものについ

ては医師等他職種への活用も図りつつ（略）取組を推進
しながら、医療現場での勤務環境の改善に向けた課題と
対応に関する幅広い知見の収集及び分析に努めていくこ
と」とされている。
そこで、平成２４年度は、本省労働基準局労働条件政策

課に医療従事者の勤務環境の改善に向けた施策の企画・
立案等を行う「医療労働企画官」を新たに設置するとと
もに、一部の都道府県労働局（以下「局」という。）に
「医療労働専門相談員」を配置するなど取組の強化を図
ることとしている。
以上を踏まえ、局における平成２４年度の看護師等医療

従事者の「雇用の質」の向上に向けた取組の実施に当た
っては、以下によることとするので、遺漏なきを期され
たい。

記

第１ 企画委員会の運営及び研修会の開催について

昨年度に引き続き、局労働基準部は、職業安定部及び
雇用均等室並びに都道府県（保健福祉関係部局、労働関

係部局等）との更なる連携を図り、地域の実情に応じ、
関係団体など地域の医療関係者の参加を求めて、以下に
より、企画委員会を運営するとともに、関係団体等の協

基政発０４０２第４号
職首発０４０２第１号

雇児職発０４０２第１号
平成２４年４月２日

都道府県労働局
労働基準部長 殿
職業安定部長 殿
雇用均等室長 殿

厚 生 労 働 省 労 働 基 準 局 労 働 条 件 政 策 課 長
職 業 安 定 局 首 席 職 業 指 導 官
雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課長

平成２４年度における看護師等医療従事者の「雇用の質」の向上のための取組の実施について

資 料 雇用の質向上のための取り組み通知（２０１２年度）

雇用の質向上のための取り組み通知
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力も得ながら看護師等医療従事者の「雇用の質」の向上
に関する研修会（以下「研修会」という。）を開催する
こととする。

１ 企画委員会について

（１）目的

企画委員会は、看護師等医療従事者の「雇用の質」
の向上のための取組を進めるに当たって、当該地域が
直面する課題を関係者間で共有するとともに、関係者
が協働して課題の解決のための方策を具体化し、適切
な役割分担の下に効果的に取り組み、さらにその成果
を検証し、取組内容を改善の上、継続するための協議
の場として運営するものとする。
（２）開催時期

企画委員会は、研修会の開催までに３回から４回開
催することを基本とする。
（３）構成員

企画委員会は、局労働基準部長を委員長とし、監督
課長（東京労働局、愛知労働局及び大阪労働局にあっ
ては、労働時間課長）、働き方・休み方改善コンサル
タント（配置された局にあっては、医療労働専門相談
員）をはじめ、職業安定部及び雇用均等室並びに都道
府県（保健福祉関係部局、労働関係部局等）並びに関
係団体（都道府県医師会、都道府県看護協会等）等の
関係者で構成するものとする。
（４）内容

企画委員会においては、看護師等医療従事者の「雇
用の質」の向上に向けた取組に資する平成２４年度の関
係施策を共有するとともに、前年度の研修会等の評価、
医療機関の取組事例等を踏まえた勤務環境の改善等に
向けた議論、研修会の開催等に関する協議等を行う。
具体例としては、以下のとおりである（別添５のスケ
ジュール（例）も参照すること）。
なお、企画委員会における議論に資する資料等につ

いては、本省から随時情報提供するものとする。
ア 第１回…看護師等医療従事者の「雇用の質」の
向上に向けた取組に資する平成２４年度の関係施策
についての関係者間での情報共有（平成２４年度の
予算概要等の資料等を参考とする）、前年度に開
催した企画委員会及び研修会における課題の整理
及び今後の対応について

イ 第２回…地域の医療機関等における取組事例等
を参考に、勤務環境の改善等に向けた取組の具体
的方策について（医療労働専門相談員を配置する
局にあっては、医療労働専門相談員の活動内容を
踏まえて議論）、全国会議に向けた準備

ウ 第３回・第４回…研修会の開催時期の決定、講
師の選定、対象者の選定、対象者への周知及び研
修会の形式・内容について（全国会議での資料や
議論等も適宜活用）

（５）本省への報告

それぞれの回ごとに、企画委員会を開催した日から
十四日以内に、局労働基準部がその概要について所定
の様式（別添１）に記入の上、本省労働基準局労働条
件政策課にメールで報告すること。
（６）その他

企画委員会については、研修会の準備委員会として
の役割を果たすことはもとより、関係者が協働して、
地域の医療従事者の勤務環境の改善等に取り組む恒常
的な連絡協議の場として継続的に運営するものとす
る。

２ 研修会について

（１）趣旨

医療現場における労働時間等の設定の改善に関し、
労使の主体的な取組を促進する観点から実施する。な
お、この取組は、法違反に対する監督指導とは異なり、
労働者の健康と生活への配慮や、多様な働き方への対
応に資する改善を側面から援助するものであることに
留意すること。
（２）実施時期

研修会は、全国会議の結果も踏まえ、第３四半期か
ら第４四半期に実施することを基本とし、実施の回数
については、分割実施等地域の実情に応じることとし
て差支えない。
（３）対象者

医療機関等における労働時間管理者（※）を主とす
る。（地域の実情に応じて、その他の関係者を含めて
も差し支えない。）
（※）「労働時間管理者」については、医療機関等に
おいて、主として、看護師等医療従事者の労働時間管
理の責任を負うこととされている者のことであり、医
療機関等の実情や規模に応じて異なるものの、例えば、
看護師等の勤務シフト表を作成し、又はこれを点検す
る責任を負う看護部長、看護師長等が該当すると考え
られる。
「労働時間管理者」は、労働時間等の設定改善に向

けて現場の実情に即した方策を検討・推進するキーパ
ーソンであり、また、行政から、様々な情報提供や相
談・援助を行う際の窓口としての役割も期待されるも
のである。
（４）研修会の時間・形式
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研修時間については、地域の実情に応じ、各局の判
断で適切な時間数を設定するものとする。医療機関等
が参集する他の機会を活用して開催すること等も考え
られる。また、集団での講義形式、ワークショップ形
式（体験・参加型研修）のいずれか又は両方を選択で
きることとする。
なお、医療労働専門相談員を配置しない局で、ワー

クショップ形式を選択する場合には、平成２３年４月１
日付け基発０４０１第１７号「今後の労働時間等設定改善関
係業務の進め方について」の第２の５（１）のワーク
ショップの開催とみなしてよいが、開催時期が第４四
半期となるため、同通達の第２の５（１）エに記載さ
れたスケジュールの目安にかかわらず、年度をまたい
だスケジュールとなることに留意すること。
（５）研修の内容

研修の内容は、以下の項目を参考に、地域の実情を
踏まえ、企画委員会において創意工夫すること。
ア 看護師等医療従事者の労働条件の現状と課題に
関する認識の共有

イ 「労働時間管理者」の明確化及び現場の実情に
応じた取組の奨励

ウ 所定外労働の削減や交代制勤務の負担軽減につ
いての好事例

エ 仕事と家庭の両立支援に関する制度、短時間正
規雇用の導入に係る支援、多様な働き方の導入に
ついての好事例等

オ 労働基準関係法令等の内容（労働時間等見直し
ガイドライン等の内容を含む）

カ メンタルヘルス対策の推進
キ ハローワークの活用、看護師等医療従事者を確
保するための効果的な求人の方法等

（６）研修会で使用する資料

研修会で使用する資料については、本省から随時送
付する資料を活用するとともに、地域の実情に応じた
資料も使用すること。
（７）講師

講師は、行政職員のほか、先導的な取組を進める医
療機関等の担当者、医療機関等の労務管理実務に詳し
い社会保険労務士及び経営等に精通した民間のコンサ
ルタント等を効果的に活用すること。
（８）本省への報告

研修会を開催した日から十四日以内に、局労働基準
部が、その概要について所定の様式（別添２）に記入
の上、本省労働基準局労働条件政策課にメールで報告
すること。
（９）その他

都道府県において実施可能な事業として、看護職員
の就労環境改善事業（国が一定額の補助を行うもの等）
があるので、この事業を都道府県が実施している場合
には、相談の上、理解が得られるときは、当該事業に
より本研修会を実施することも考えられること。

第２ 医療労働専門相談員による情報収集及び相談支援

について

医療労働専門相談員は、以下により医療従事者の労
務管理等の改善に係る取組に関する情報収集及び相談
支援（以下「相談支援等」という。）を実施する。
ただし、医療機関等への相談支援等については、個

別の医療機関等からの希望がある場合等に実施するこ
と。

１ 趣旨

上記第１の２（１）と同旨。

２ 相談支援等の内容

都道府県医師会や都道府県看護協会等の関係団体に
おいても、すでに医療機関等の勤務環境の改善に関す
る取組等を実施しているため、医療労働専門相談員は、
機会を捉えて、関係団体を訪問して積極的に情報収集
を行うことが望ましい。
関係団体からの情報収集を行った場合には、訪問し

た団体名とヒアリング相手、日時、ヒアリングの内容、
担当者等について任意の様式にまとめたうえで、情報
収集を実施した月の翌月の十日までに、本省労働基準
局労働条件政策課にメールで報告すること。
このほか、個別の医療機関等への相談支援等を行う

際は、以下によること。
（１）「雇用の質」の向上のためのチェックシートの

事前送付

あらかじめ「雇用の質」の向上ためのチェックシー
ト（以下「チェックシート」という。）を医療機関等
へ送付し、必要事項を記入して返送するよう依頼する。
なお、チェックシートについては、一般事業主用の既
存の様式ではなく、別途指示する医療機関等用の様式
を用いること。
（２）医療機関等からの情報収集

医療労働専門相談員が、事前にチェックシートを送
付した医療機関等における看護師等医療従事者の労務
管理等の改善に向けた課題や好事例等について、チェ
ックシートの記載内容を踏まえつつヒアリングによる
現状把握を行う。その際、医師の勤務環境についての
情報提供を受けた場合には、その内容もヒアリング結
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果として記録しておくこと。
なお、複数の職員による情報収集も可とし、ヒアリ

ングは労務管理を担う責任者（院長、事務長、看護部
長、看護師長等）から行うものとする。
（３）情報収集の際の留意事項

ヒアリング内容は、労働基準関係のみならず多岐に
わたる事項を含むため、訪問前に、職業安定部及び雇
用均等室から福祉人材コーナー、仕事と家庭の両立支
援、短時間正社員制度等に関する施策の概要等につい
て、パンフレット等により情報提供を受けること。
ヒアリングにあたっては、本省において作成した「医

療従事者の勤務環境改善等に向けた取組事例」（以下
「事例集」という。）の末尾にある「募集している具
体的な取組事例」の項目を参考とし、取組実施前の問
題点等、取組の内容、取組実施後の職員の評価や効果
及び残された課題について、具体的に聴取すること。
また、可能な限りにおいて、関係資料等の提供を受け
ることが望ましいこと。
（４）本省への報告

ヒアリング実施後は、局労働基準部が、各医療機関
等の記入済みのチェックシート及び所定の様式（別添
３）に記入したヒアリング結果の概要を、ヒアリング
を実施した月の翌月の十日までに、本省労働基準局労
働条件政策課にメールで報告すること。
別添３の報告書は、事例集の中から選んだ項目等の

１項目につき１枚作成することが望ましい。また、報
告書の「取組テーマ」については、事例集の「募集し
ている具体的な取組事例」の項目に該当するものにつ
いては番号を記載し、それ以外の新たな項目である場
合は、具体的な内容を記載すること。
なお、医療機関等の勤務環境の改善に関する取組事

例の収集は、医療機関等への支援を行うための知見を
確立するうえで大変重要であり、可能な限り様々な取
組事例を収集する必要があることから、複数の医療機
関等へのヒアリング事項が特定の項目に偏ることのな
いよう留意すること。
（５）医療機関等に対する相談支援の実施

事例集を参考として、各医療機関等の状況に応じた
対応策を助言するなどの相談支援を行う。
なお、相談支援後のフォローアップについては、今年
度の実施状況を踏まえつつ、本省から別途指示するも
のとする。
（６）相談支援の報告

相談支援実施後は、局労働基準部が、各医療機関等
の記入済みのチェックシート及び所定の様式（別添４）
に記入した相談支援結果の概要を、相談支援を実施し

た月の翌月の十日までに、本省労働基準局労働条件政
策課にメールで報告すること。
（７）その他

医療労働専門相談員を配置していない局において
も、個別の医療機関等からの希望がある場合等につい
ては、働き方・休み方改善コンサルタント等が、チェ
ックシートを使用して、医療機関等へのヒアリング等
による相談支援等を積極的に行うことが望ましい。
なお、医療機関等へのヒアリング等を行った場合に

は、上記（４）のとおり、ヒアリング結果の概要を本
省へ報告すること。
また、関係団体からの情報収集についても積極的に

行うこと。

第３ 全国会議の開催について

１ 趣旨

医療労働専門相談員による取組成果や、各局におけ
る企画委員会及び研修会での取組成果を踏まえ、医療
機関等における勤務環境の改善等に向けた先進的な取
組や好事例等の情報を収集し、全国への普及・啓発に
活用するため、医療労働専門相談員及び局の職員を集
めた全国会議を開催する。

２ 実施時期

第３四半期に本省において開催するものとする。

３ 内容

第１四半期及び第２四半期において実施された医療
労働専門相談員による取組成果の発表等により、医療
機関等における勤務環境の改善等に関する情報や知見
の共有を図るとともに、各局における企画委員会及び
研修会での取組成果をもとに、看護師等医療従事者の
「雇用の質」の向上に向けた取組に関する今後の課題
等について議論することとする。
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別添５

※別添１～４は省略しました。
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